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経営について

中期経営計画（2016-2020年度）

中期経営計画（2016年度～2020年度）では、今までにない新たな価値を提供することに
より、国民が健康になることを応援する「健康応援企業」を目指します。

新成長戦略の実行

最先端のICTを活用し、「健康を軸にした新たなサービス」と

「そのサービスが一体となった商品」を「新たな価値を提供

する募集人」を通じてお届けする「三位一体のビジネスモデ

ル」を全社員で作り上げ、お客さまに近いところで改善を繰り

返すことにより、お客さまに新たな価値を提供していきます。

国
民
が
健
康
に
な
る
こ
と
を
応
援
す
る

「
健
康
応
援
企
業
」に
な
る
。

▶「今までにない新たな価値を提供することにより、日本一イノベーティブ
な生命保険会社として、IFRSベース500億円水準の利益を生む会社」を
目指す。 

▶「安心、安全、健康のフロントランナー」としての確固たる損保ジャパン
日本興亜ひまわり生命ブランドを確立し、高い業務品質を実現しながら、
生命保険のその先、国民が健康になることを応援する「健康応援企業」
へ変革を遂げる。 

中期経営計画で目指す姿

お客さまに
提供する
新たな価値

１．業界常識の打破
２．お客さま起点
３．身近で頼りになる存在

「目指す姿」の
実現に

向けた方針

　新成長戦略の実行

新たな成長エンジンの確立

　非連続な生産性の向上

競争力を加速するための抜本改革

目指す姿の実現に向けて

非連続な生産性の向上

事務ルールとそれを貫くICT、商品・サービスのあり方、販

売・営業体制のあり方、人財力の向上など、基盤となる部分

を抜本的に見直します。新たな発想で生産性を非連続に

高め、圧倒的なスピードの向上により、目指す姿を実現しま

す。
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健康応援企業のビジネスモデル

健康サービスブランド「リンククロス」では、食事、睡眠、休

養、ストレス、禁煙、運動に関する健康エコシステムの形成

を目指しています。リンククロスの理念に賛同・共感いただ

ける健康関連企業との連携を積極的に行い、各企業の有す

るノウハウや優れたサービスを取り入れ、健康サービスプ

ラットフォームを進化させていきます。

健康応援企業のビジネスモデル

介護

転職

進学 住宅

出産

結婚

休養

運動

禁煙

ストレス

睡眠

食事

お客さま

「リンククロス」は2016年9月にお客さまと一生涯のつながりを持つことを目指し、お客さまに心地よく、楽しく、健康を維持して

いただくことをコンセプトとして立ち上げた健康サービスブランドです。「三位一体のビジネスモデル」では、リンククロスを健康

サービスプラットフォームとし、健康支援商品（第一弾として2018年4月発売の収入保障保険「リンククロス じぶんと家族のお

守り」）やサービスを、HLアドバイザー※を中心とする募集人やダイレクトチャネルでお客さまに提供することを目指しています。

三位一体のビジネスモデルで提供する商品は、保険本来の機能（Insurance）と健康を応援する機能（Healthcare）を組み合

わせた従来にない新たな価値（Insurhealth：インシュアヘルス）をお客さまに提供します。具体的には、保険機能では、金銭的

サポート、健康応援機能では予測、予防、寄添いにより、お客さまの健康の維持・増進を図ります。

※当社の認定要件を満たした高品質な募集人です。

保険機能 健康応援機能
統合

Insurhealth

HealthcareInsurance

金銭面でサポート
①予測
②予防
③寄添い

お客さまの健康の
維持・増進
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お客さまの最善の
利益の追求

お客さま本位の業務運営方針

お客さま本位の業務運営
経営について

・当社は、コンプライアンス（法令等遵守）を事業の大前提としたうえで、

お客さまの視点ですべての価値判断を行い、最高品質の安心とサービスを

提供することによって、お客さまの最善の利益を追求します。

・当社はお客さまからのご意見・ご要望等の「お客さまの声」を真摯に受け止め、

事業活動の品質向上に活かしてまいります。

損保ジャパン日本興亜ひまわり生命保険株式会社（以下、「当社」）は、「お客さまの視点ですべての価値判断を行い、

保険を基盤としてさらに幅広い事業活動を通じ、お客さまの安心･安全・健康に資する最高品質のサービスをご提供し、

社会に貢献します。」という経営理念を掲げています。

当社はこの実現に向け、「お客さま本位の業務運営方針（以下、「本方針」）」を定め、

生命保険を基盤にお客さまが健康になることを応援する「健康応援企業」への変革を目指してまいります。

本方針の主な取組みおよび成果指標の結果を公表し、定期的に取組みの検証・見直しを行うことにより、

今後も本方針のさらなる推進に取り組んでまいります。

1
ＨＬアドバイザーおよび
取扱代理店・募集人への教育

お客さまのご要望やニーズをしっかりと汲み取り、ご期待に沿った

高品質なサービスを提供できる募集人である、MDRT※1会員およ

びHLアドバイザー※2（2020年度1,000人体制）の育成を進めてい

ます。

※1 MDRTとはMillion Dollar Round Tableの略で、卓越した生命保険と
金融サービスの専門家による国際的かつ独立した組織です。

※2 当社の認定要件を満たした高品質な募集人です。

● HLアドバイザー目標数

2018年

314人

2017年 2019年 2020年

● MDRT会員数

43人

11人

2016年

53人

22人

2017年

64人

33人
2018年

ライフ
カウンセラー

取扱代理店

1,000人
目標

● HLアドバイザー目標数

2018年

314人

2017年 2019年 2020年

● MDRT会員数

43人

11人

2016年

53人

22人

2017年

64人

33人
2018年

ライフ
カウンセラー

取扱代理店

1,000人
目標
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ペーパーレス画面のイメージ

募集品質の均一化、ご契約の早期成立および保

険証券の早期お届けを目指しペーパーレス（モ

バイル端末の活用）でのお申込みに取り組んで

います。ペーパーレスを進めた結果、保険証券に

印字された住所や氏名などの誤りが減り、お客さ

まからの苦情が大幅に減少しました。

モバイル端末を活用した
ペーパーレス申込手続き

社員および当社の商品・サービスをお客さまに提供する取扱代理店、募集人の高度の

専門性を維持、向上させるため社員向けの研修施設「ひまわりトレーニングセンター」

を設置しています。知識研修だけでなく、募集品質や代理店・募集人の育成に関する研

修も実施することで、社員の指導力に対する研修も実施しています。

ひまわりトレーニングセンターでの社員教育

● ひまわりトレーニングセンターでの研修受講者数

2018年度研修受講予定 2017年度研修受講者数

450人

45%
550人

55%

2016年 2017年

● ペーパーレス申込手続き利用率

2018年 2019年 2020年

40％
実績

当初目標

51％
63％

80％

2017年度の
当初目標を
2016年度に
1年前倒しで達成 80%

目標

● 苦情件数（ご契約時）

住所・氏名等相違

その他

苦情全体（ご契約時）

1623件430件

2016年 2017年

約40%
減少

苦情全体
（ご契約時）で

約70%

住所・
氏名等相違

減少

1270件2053件

138件 1132件

2016年 2017年

● ペーパーレス申込手続き利用率

2018年 2019年 2020年

40％
実績

当初目標

51％
63％

80％

2017年度の
当初目標を
2016年度に
1年前倒しで達成 80%

目標

● 苦情件数（ご契約時）

住所・氏名等相違

その他

苦情全体（ご契約時）

1623件430件

2016年 2017年

約40%
減少

苦情全体
（ご契約時）で

約70%

住所・
氏名等相違

減少

1270件2053件

138件 1132件

ペーパーレス開始時の利用率の目標は2020年度末までに80％でし
たが、利用率が順調に推移したため、目標を再設定し、ペーパーレス
利用率80％の目標を前倒しで達成できるように取り組んでいます。
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お客さま本位の業務運営
経営について

お客さまにふさわしい
商品、サービスの提供3

2015年 2016年 2017年

● お客さまアンケート
「契約書類のわかりやすさ」の満足度

88.9%

89.6%

91.6%

＋0.7%

＋2.0%

当社はお客さまにとって重要な情報を十分に

ご理解いただけるよう、提供する商品、

サービスの特性に応じ、重要な情報をお客さまに

適した方法で分かりやすく提供します。

お客さまへの
分かりやすい
情報提供2

3
お客さまに心地よく、楽しく、健康を維持していただくことをコンセプト

とする健康サービスブランド「リンククロス」を立ち上げ、4種類のアプリ

をご提供しています。（2018年3月時点）

お客さまにあったサービスアプリの提供

❶ 『リンククロス シル』：健康キュレーションアプリ

❷ 『リンククロス レコ』：簡単なタスクを行うだけのダイエットアプリ

❸ 『リンククロス アルク』：散歩が楽しくなるお散歩アプリ

❹ 『リンククロス 家計簿 powered by マネーフォワード』：家計簿アプリ

リンククロス サービス一覧

● リンククロス会員数

16年10月 17年02月 17年06月 17年10月 18年02月

10万人
突破

※満足は「満足」と「やや満足」の合計です。

❸

❶ ❷

❹
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ご高齢のお客さまや障がいをお持ちのお客さまが、ご請求時に分かりやすく、

負担なくお手続きができるよう、以下のサービスを開始しました。

ご高齢・障がいをお持ちのお客さまにスムーズな手続きを直接サポート

1. 訪問による請求手続き支援サービスの適用範囲拡大

2. テレビ電話サービスによる請求書類の作成支援

3. ご高齢のお客さま・障がいをお持ちのお客さま専用窓口の設置

お客さまにとって分かりやすい情報提供を第一に考え、パンフレット

や手続書類をお客さま視点で新設・改訂しています。2017年11月には

「新・健康のお守りパンフレット」がUCDA認証「見やすいデザイン」※1

を取得しました。

分かりやすいパンフレット・手続書類の作成

※1 一般社団法人ユニバーサルコミュニケーションデザイン協会（UCDA）の
認定評価員とUCDA理事による審査会の結果、ユーザーにとって見やす
く配慮された対象物に「見やすいデザイン」マークが発行されます。

当社は、お客さまの状況、知識や経験、加入目的および加入内容等を勘案し、

お客さまのご意向に沿った適切な商品・サービスを提供します。

当社はお客さまの万が一の際の保障に加え、健康の維持、増進という価値を提供します。

契約前後においてもお客さまと「健康」を軸につながり続けることによって、

お客さま一人ひとりに最適な商品・サービスを最適なタイミングで提供します。

お客さまのご意向をきちんと把握し、お客さまが求める商品・

サービスを提供するため、お客さまのご意向に沿った真に必要

な保障をご提案するために、「意向把握シート」を改訂しました。

お客さまのご意向をより一層
把握する取組み

取扱代理店・募集人が、お客さまが望まれた時に、望まれた情報

やサービスをご提供できるように「お客さまフォローシート」を新

設しました。「お客さまフォローシート」を活用し、お客さまのご要

望に応じたアフターフォローに努めています。

お客さまに合った
アフターフォローの取組み

● アフターフォローに関する苦情件数

2017年2016年

186件260件

2015年 2016年 2017年

● お客さまアンケート
「意向把握」の満足度

92.9%
93.8%

95.6%
＋1.8%

＋0.9%

※満足は「満足」と「やや満足」の合計です。

Ｓ
Ｏ
Ｍ
Ｐ
Ｏ
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
グ
ル
ー
プ
の
概
要

経
営
に
つ
い
て

C
S
R
の
取
組
み

商
品
・
サ
ー
ビ
ス
体
制
に
つ
い
て

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
デ
ー
タ

業
績
デ
ー
タ

損保ジャパン日本興亜ひまわり生命の現状 2018　｜　16



利益相反取引の適切な管理
当社は、お客さまの利益を害する恐れのある取引を適切に把握する態勢を整備し、管理します。

当社は、社員に対し、本方針の定着に向けた動機づけの

枠組みを構築し、健康経営、ダイバーシティ推進、

働き方改革に取り組みます。

当社は、商品・サービスの提供を委託する取扱代理店、

募集人に対し、本方針の定着に向けた指導、教育を行うとともに

動機づけの枠組みを構築します。

4
方針の定着に
向けた取組み

社員が全ての業務をお客さま視点で行い、本方針が会社の

文化として定着するように、全職場が以下のテーマについて

職場勉強会を実施しました。

5
1. 本方針の理解

2. 本方針に基づく職場ごとの課題認識

3. 取組みの振返り

社員への取組み

本方針に基づいた行動を早期に全社員に定着させるため、

「行動目標」の基準にお客さま視点を組み入れるとともに、そ

の内容の確認を行いました。また、人財開発部がマネジメント

に対して2018年度に改定する評価制度の研修を実施しまし

た。

人事評価制度の改定

お客さまが健康になることを応援するため、社員が

様々な健康体験や知識を獲得し行動するため

クアオルト※の取組みを始めました。また、本社におい

て健康に関するセミナーを開催し、2017年度は乳が

んセミナーと禁煙セミナーを実施しました。

社員が健康について学ぶ場の提供

※ クアオルトはドイツ語で「健康保養地・療養地」の意味。自然
環境を活用した健康増進に向けたウォーキングの実施や、
地場産食材を使った栄養バランスの優れた料理の提供、温
泉施設との提携による健康増進プログラムのことです。

山形県上山市でのクアオルト
プログラムの風景

禁煙セミナー

お客さま本位の業務運営
経営について
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お客さま満足度は、当社のお

客さま向けに実施しているア

ンケート結果によるものです。

アンケート結果から、お客さま

が当社の品質に概ねご満足

いただいていることが読み取

れます。今後もより一層の品質

向上に取り組んでまいります。

※ お客さまアンケートは当社に対
する満足度について10点を最
高点とし、0点までの11段階で
お客さまにご回答いただき、10
点・9点を満足、8点・7点をや
や満足、6点・5点・4点を普通、
3点・2点をやや不満、1点・0点
を不満と定義しています。

成果

4,044,014件

ご契約後

88.7%

84.4%
ご請求時

92.9%
ご契約時

お客さま満足度

お客さまの数
（保有契約件数） 

2017年 4月～ 2018年 3月

調査期間

（満足層のお客さま（満足＋やや満足）の割合）

（2018 年 3 月末時点）
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経営について

財務の健全性

ソルベンシー・マージン比率

○ソルベンシー・マージン比率とは、大災害や株価の大暴落など、通常の予測を超えて発生するリスクに対応できる「支払余力」を有しているか
どうかを判断するための行政監督上の指標のひとつです。200%以上であれば、健全性のひとつの基準を満たしていることになります。

2017年度末のソルベンシー・マージン比率は、

1,513.1％となり、引き続き高水準を維持しています。 1,513.1%
2017年度末

（単位：百万円）

項　目 2016年度末 2017年度末

ソルベンシー・マージン総額（A） 335,187 340,108

リスクの合計額（B） 42,616 44,952

ソルベンシー・マージン比率

1,573.0% 1,513.1%（A）

（1/2）×（B）
× 100

当社は国内外の権威ある格付機関であるS＆Pグローバル・レーティングおよび格付投資情報センターから格付けを取得してい

ます。（2018年7月1日現在）

○保険財務力格付けは、保険契約の諸条件にしたがって支払いを行う能力に関して保険会社の財務内容を評価したフォワードルッキングな意
見を表したものです。

○保険金支払能力は、保険会社の保険債務が約定どおりに履行される確実性についての意見を表したものです。

A+ S＆Pグローバル・レーティング
保険財務力格付け AA 格付投資情報センター

保険金支払能力

格付け

実質資産負債差額

実質資産負債差額とは、時価ベースの実質的な資産か

ら、危険準備金などの資本性の高い負債を除いた負債の合

計を差し引いたものであり、行政監督上の指標のひとつで

す。この実質資産負債差額がマイナスとなると実質的な債

務超過と判断され、監督当局による業務停止命令などの対

象となることがあります。

当社の2017年度末の実質資産負債差額は6,572億円

となりました。

＜ご参考＞2016年度末実質資産負債差額　6,303億円

6,572億円
2017年度末
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基礎利益

基礎利益とは、生命保険会社の基礎的な収益を表す指標

のひとつであり、経常利益から有価証券の売却損益などの

キャピタル損益、危険準備金繰入（戻入）などの臨時損益を

控除した損益として計算されます。

当社の2017年度の基礎利益は、2016年度実績165億

円に対して10億円増加し、175億円となりました。

175億円
2017年度

逆ざやの状況

2017年度の逆ざや額は、2016年度実績12億円に対して3億円減少し、9億円となりました。当社では、この逆ざや額を全体

の収益でカバーし、基礎利益はプラスを確保しています。

※1 基礎利益上の運用収支等の利回りとは、基礎利益に含まれる一般勘定の運用収支から契約者配当金積立利息繰入額を控除したものの一
般勘定責任準備金に対する利回りのことです。

※2 平均予定利率とは、予定利息の一般勘定責任準備金に対する利回りのことです。
※3 一般勘定責任準備金は、危険準備金を除く一般勘定部分の責任準備金について以下の方法で算出しています。
　　（期始責任準備金＋期末責任準備金－予定利息）×1/2

〈逆ざや額の算出方法〉

逆ざや額 基礎利益上の
運用収支等の利回り

［9億円］ ［1.83%］ ［1.87%］ ［2兆3,925億円］

※1 ※2 ※3

平均予定利率
一般勘定

責任準備金

責任準備金の積立状況

生命保険会社では、将来の保険金・年金・給付金などの

支払いに備え、責任準備金の積立てが義務づけられてい

ます。この責任準備金の積立方式には、「平準純保険料式」、

「チルメル式」などがありますが、当社では積立水準が高い

「平準純保険料式」による積立てを実施しています。また、

2007年度から、第三分野保険に対しては、将来の給付金な

どの支払率の上昇を見込んだストレス・テストを実施し、そ

の結果により、さらに負債十分性テストを行い、各テストの

結果に応じ、責任準備金の積増しを行うことが義務づけら

れています。

なお、2017年度末はストレス・テストにもとづく危険準備

金として502百万円、負債十分性テストにもとづく保険料積

立金の追加積立てとして172百万円を積み立てています。
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経営について

MCEV（Market Consistent Embedded Value）

MCEVとは

MCEVとは、市場整合的エンベディッド・バリューの略称

であり、金融市場における金融商品の価格と整合的な評価

となる手法を用い、生命保険事業に係るリスクについて十

分な考慮をしたうえで、現在および将来の株主への分配可

能利益の現在価値を評価したものです。

MCEVは、企業の「純資産価値」と、保有契約からもたらさ

れる将来利益の現在価値である「保有契約価値」との合計

額です。

一般に生命保険契約は、新契約が成立してから会計上の

利益が計上されるまでに時間がかかるため、損益計算書な

どの法定の会計情報を補完するものとして、欧州やカナダ

では生命保険会社の価値・業績を評価する有力な指標であ

るエンベディッド・バリューが使用されています。

欧州では、主要保険会社のCFO（最高財務責任者）から

構成されるCFOフォーラムが2004年5月にEEV原則を公

開した後、EEV原則に準拠した開示が広く行われるようにな

り、その後、計算基準の統一性をさらに高めるという視点か

ら市場整合的な評価手法を用いることを定めたEuropean 

Insurance CFO Forum Market Consistent Embedded 

Value Principles©※（以下「MCEV Principles」）が2008

年6月に公表されました。

当社においても、当社の現状をより一層ご理解いただくた

め、2010年3月末よりMCEV Principlesに基づいた開示を

行っています。

※Copyright ©Stichting CFO Forum Foundation 2008

（単位：億円）

2016年度末 2017年度末 増減額

年度末MCEV 8,434 8,736 ＋301

純資産価値 3,739 3,815 ＋  75

保有契約価値 4,695 4,921 ＋226

新契約価値 349 283 △  65

・純資産価値は、計算基準日において対象事業に割り当てられた資産時価が法定責任準備金およびその他の負債を超過する額です。
具体的には貸借対照表の純資産の部の額に、価格変動準備金、危険準備金、一般貸倒引当金、契約者配当準備金中の未割当額、満期保有目
的の債券の含み損益、責任準備金対応債券の含み損益および金融派生商品の含み損益を加え、無形固定資産を控除した後、これら前8項目
に係る税効果相当額を差し引いたものです。
・保有契約価値は、保有契約から将来生じる株主への分配可能利益を評価日における現在価値に換算したものであり、確実性等価利益現価か
ら、オプションと保証の時間価値、フリクショナル・コストおよびヘッジ不能リスクに係る費用を差し引いた額です。
・新契約価値は、当年度に成立した新契約の評価日における価値を示したものであり、年度末MCEVの内数です。
・金額については億円未満を切り捨てて表示しています。

（億円）

■ 純資産価値　　■ 保有契約価値

〈MCEV推移〉

2017年度末

2015年度末
（再評価※後）

2016年度末

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000 8,000 9,000

合計 8,736億円3,815 4,921

合計 7,678億円4,363 3,314

3,739 4,695 合計 8,434億円

〈MCEV推移〉

2017年度末MCEV

2017年度末MCEVは下表のとおりです。

※ 2016年度末MCEVの計算に際して、リスクフリーレートの超長期ゾーンの補外方法について終局金利を用いた方法に変更したほか、解約
率前提の見直しを行いました。一貫性のある評価を行うため、上記では2015年度末MCEVについても同様の方法により再評価しています。
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（単位：億円）

変動要因 MCEV

2016年度末MCEV 8,434

A.2017年度新契約価値 ＋ 283

B.2016年度末保有契約価値の割り戻し
　（リスクフリーレート分） ＋ 218

C.2016年度末保有契約価値の割り戻し
　（期待超過収益分） ＋ 354

D.保険関係の前提条件と実績の差異 △  92

E.保険関係の前提条件の変更 △ 372

F. 保険事業に係るその他の要因に基づく差異
（ヘッジ不能リスクに係る費用の計算手法
変更等による影響）

＋ 513

G.保険事業活動によるMCEV増減（A ～ F） ＋ 905

H.経済前提条件と実績の差異 △ 563

I.その他の要因に基づく差異 －

MCEV増減総計（G ～ I） ＋ 341

株主配当支払 △  39

2017年度末MCEV 8,736

2016年度末から2017年度末への変動要因

2016年度末から2017年度末へのMCEVの変動要因は

下表のとおりです。

2017年度新契約価値(A)、2016年度末保有契約価値の

割り戻し(B、C）、保険事業に係るその他の要因に基づく差異

(F)といった増加要因があった一方、保険関係の前提条件と

実績の差異(D)、保険関係の前提条件の変更(E)および経済

前提条件と実績の差異(H)といった減少要因がありました。

これらの要因によるMCEV増減総計は341億円となり、さ

らに株主配当支払の実施により、結果として2017年度末の

MCEVは301億円増加しました。

その他

●保険数理に関する専門的知識を有する第三者機関（ア

クチュアリー・ファーム）であるミリマン・インクに、MCEV

算出手法、前提条件および算出結果の妥当性につ

いて検証を依頼し、意見書を受領しています。 

意見書およびMCEVに関する詳細については当社の公

式ウェブサイトでご参照いただけます。

●MCEVの計算は、経済・事業環境、税制、その他多くの前

提に依存します。適用された計算手法および前提条件

は、MCEV Principlesに準拠していますが、一般に、前提

条件と将来の実現値とは異なるものです。前提条件と将

来の実現値との乖離は、計算結果に重大な影響を及ぼす

場合があります。    

また、実際の市場価値は、投資家がさまざまな情報に基づ

いて行う判断により決定されるため、MCEVから著しく乖

離することがあります。    

これらの理由により、MCEVは生命保険会社の企業価値

を評価する唯一の指標ではありませんので、ご注意くださ

い。
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経営について

〈主要業績の状況〉

2016年度（末） 2017年度（末） 前年度（末）比

新 契 約 高 2兆4,341億円 1兆4,840億円 61.0%

保 有 契 約 高 22兆3,255億円 22兆1,258億円 99.1%

保 険 料 等 収 入 4,195億円 4,384億円 104.5%

総 資 産 2兆5,890億円 2兆7,962億円 108.0%

主要業績の推移

直近事業年度における事業の概況

2017年度の新契約高は前年度比61.0%の1兆4,840

億円となりました。2017年度末の保有契約高は前年度末比

99.1%の22兆1,258億円となりました。

（契約高は個人保険と個人年金保険の合計です。）

保険料等収入は、前年度比104.5％の4,384億円となり

ました。

総資産は当年度中に2,072億円増加し、当年度末には2

兆7,962億円となりました。

損益の状況

2017年度の経常利益は167億円となり、前年度実績

168億円に比べ1億円減少しました。

当期純利益は81億円となり、前年度実績83億円に比べ

2億円減少しました。

基礎利益は175億円となり、前年度実績165億円に比べ

10億円増加しました。

（単位：百万円）

項目 2013年度(末) 2014年度(末) 2015年度(末) 2016年度(末) 2017年度(末)

総資産 2,120,286 2,278,147 2,438,055 2,589,026 2,796,230
有価証券残高 1,988,668 2,157,819 2,305,223 2,434,670 2,594,537
責任準備金残高 1,959,172 2,080,338 2,214,871 2,371,198 2,557,365
経常収益 415,266 426,197 441,799 469,837 490,791
保険料等収入 372,878 380,741 396,448 419,507 438,487
資産運用収益 40,618 43,373 43,490 48,759 49,490
保険金等支払金 174,043 184,849 180,817 181,079 182,504
　うち解約返戻金 93,280 98,040 93,038 91,883 86,263
経常利益 17,257 22,594 22,565 16,880 16,721
当期純利益 8,068 9,727 11,616 8,319 8,117
ソルベンシー・マージン比率 1,583.2% 1,676.3% 1,771.4% 1,573.0% 1,513.1%
新契約高 2,635,008 2,388,695 2,240,312 2,434,139 1,484,076
保有契約高 20,245,544 21,043,103 21,642,193 22,325,529 22,125,821

（注）新契約高および保有契約高は個人保険・個人年金保険の契約高の合計です。なお、個人年金保険の新契約高は年金支払開始時における
年金原資です。また、個人年金保険の保有契約高は、年金支払開始前契約の年金支払開始時における年金原資と年金支払開始後契約の
責任準備金を合計したものです。

主要業績の推移
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〈総資産の推移〉

総 資 産は2,072億 円 増 加し、

2兆7,962億円になりました。
2013年度末

2014年度末

2015年度末

2016年度末

2017年度末

（単位：億円）

0 5,000 10,000 15,000 20,000 30,00025,000

27,962

25,890

24,380

22,781

21,202

0 500 1,000 1,500 2,000 2,500 3,000 3,500 4,5004,000

2013年度

2014年度

2015年度

2016年度

2017年度

（単位：億円）

4,3844,384

4,1954,195

3,8073,807

3,9643,964

3,7283,728

〈保険料等収入の推移〉

保険料等収入は一般事業会

社の売上高に相当します。2017

年度は対前年度比4.5％の増加と

なりました。

保有契約高は個々の被保険

者さまに対して当社が保障する

金額の総合計額です。

2 0 17 年 度 末は前 年 度 末 比

0.9％の減少となりました。

〈保有契約高の推移（個人保険と個人年金保険の合計）〉

2013年度末

2014年度末

2015年度末

2016年度末

2017年度末

（単位：億円）

0 40,000 80,000 120,000 200,000160,000 240,000

221,258

223,255

216,421

202,455

210,431
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経営について

〈損益計算書（抜粋）〉

収支の状況

（単位 ： 百万円）

科　目
2016年度 2017年度

金　額 金　額

経常収益 ① 469,837 490,791

保険料等収入 ② 419,507 438,487

保険料 415,721 434,803

再保険収入 3,785 3,684

資産運用収益 ③ 48,759 49,490

利息及び配当金等収入 41,676 43,880

有価証券売却益 5,232 4,132

特別勘定資産運用益 1,851 1,478

その他経常収益 1,570 2,812

経常費用 ④ 452,957 474,069

保険金等支払金 ⑤ 181,079 182,504

保険金 30,695 34,636

年金 12,702 12,362

給付金 39,271 42,700

解約返戻金 91,883 86,263

その他返戻金 2,575 2,904

再保険料 3,951 3,635

責任準備金等繰入額 ⑥ 159,942 187,276

資産運用費用 ⑦ 3,545 4,449

支払利息 93 96

有価証券売却損 2,220 2,855

金融派生商品費用 1,125 1,384

事業費 ⑧ 104,321 95,576

その他経常費用 4,068 4,263

経常利益 ⑨ 16,880 16,721

特別利益 0 0

特別損失 ⑩ 1,172 1,438

契約者配当準備金繰入額 ⑪ 3,935 3,981

税引前当期純利益 11,771 11,301

法人税及び住民税 5,686 5,392

法人税等調整額 ⑫ △ 2,233 △ 2,208

法人税等合計 3,452 3,184

当期純利益 ⑬ 8,319 8,117
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生命保険事業本来の営業活動により、毎年継続的に発生する収益です。生命保険会社の
場合、保険料等収入、資産運用収益、その他経常収益に区分されています。

①経常収益

ご契約者さまから払い込まれた保険料による収益で、生命保険会社の収益の大部分を占
めています。再保険収入（再保険契約による受取保険金等）もこちらに計上します。

②保険料等収入

資産運用による収益で、利息や配当金のほかに有価証券売却益なども含まれます。③資産運用収益

生命保険事業本来の営業活動により、毎年継続的に発生する費用です。生命保険会社の
場合、保険金等支払金、責任準備金等繰入額、資産運用費用、事業費、その他経常費用に
区分されています。

④経常費用

保険金、年金、給付金、返戻金などの保険契約上の支払いを計上します。再保険料（再保
険契約による支払保険料）もこちらに計上します。

⑤保険金等支払金

有価証券売却損、有価証券評価損などを計上します。⑦資産運用費用

新契約の募集および保有契約の維持保全や保険金などの支払いに必要な経費を計上し
ます。一般事業会社の「販売費および一般管理費」に当たります。

⑧事業費

生命保険事業本来の営業活動により、毎年継続的に発生する収益（経常収益）から、毎年
継続的に発生する費用（経常費用）を差し引いた残額が経常利益です。

⑨経常利益

特別な要因で一時的に発生した損失を計上します。⑩特別損失

＊当社では、ほとんどが団体保険契約にかかわる配当準備金の繰入です。

ご契約者さまに対する配当金の支払財源となる契約者配当準備金への繰入額です。⑪契約者配当準備金繰入額

税効果会計を適用したことによる法人税及び住民税の当期調整額を計上します。⑫法人税等調整額

税引前当期純利益から法人税等合計を控除した金額で、会社のすべての活動によって生
じた純利益を意味します。

⑬当期純利益

責任準備金は、将来の保険金・給付金等の支払いに備え、積立てが義務づけられている
準備金です。毎期年度末に、前年度計上額を一旦全額戻入し、当年度の必要額を新たに
全額繰り入れる方法により積み立てられます。
損益計算書上は（繰入額－戻入額）の差額で表示されます。

⑥責任準備金等繰入額
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経営について

（単位 ： 百万円、％）

科　目
2016年度末 2017年度末

金　額 金　額 構成比

（資産の部）

現金及び預貯金 58,074 90,465 3.2
有価証券 ① 2,434,670 2,594,537 92.8

国債 1,699,212 1,773,257 63.4
地方債 58,608 61,410 2.2
社債 343,065 354,833 12.7
株式 7,963 9,233 0.3
外国証券 325,819 395,802 14.2

貸付金 ② 38,254 39,865 1.4
有形固定資産 1,515 1,455 0.1
代理店貸 132 120 0.0
再保険貸 1,756 1,925 0.1
その他資産 46,196 53,984 1.9

未収金 32,785 35,828 1.3
未収収益 7,123 7,600 0.3

繰延税金資産 ③ 8,464 13,923 0.5
貸倒引当金 △ 37 △ 48 △ 0.0
資産の部合計 2,589,026 2,796,230 100.0

（負債の部）

保険契約準備金 2,417,365 2,604,810 93.2
支払備金 ④ 40,870 41,979 1.5
責任準備金 ⑤ 2,371,198 2,557,365 91.5
契約者配当準備金 5,296 5,465 0.2

代理店借 6,073 4,506 0.2
再保険借 987 963 0.0
その他負債 17,734 41,408 1.5
役員賞与引当金 52 47 0.0
退職給付引当金 3,235 3,698 0.1
特別法上の準備金 5,412 6,838 0.2

価格変動準備金 5,412 6,838 0.2
負債の部合計 2,450,859 2,662,271 95.2

（純資産の部）
資本金 17,250 17,250 0.6
資本剰余金 16,300 13,333 0.5
利益剰余金 58,506 65,624 2.3
株主資本合計 92,056 96,207 3.4
その他有価証券評価差額金 ⑥ 46,109 37,750 1.4
純資産の部合計 138,166 133,958 4.8
負債及び純資産の部合計 2,589,026 2,796,230 100.0

〈貸借対照表（抜粋）〉

資産・負債の状況
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有価証券のうち、国債、地方債、社債はそれぞれ日本国、国内の地方公共団体、国内企業
などの発行する債券への投資です。また、外国証券は米国債等、海外の国・企業などが発
行する外国債券や海外の企業が発行する外国株式など、海外の国・企業等が発行する有
価証券への投資の総称です。

①有価証券

＊ 当社の貸付金はすべて保険約款貸付です。

生命保険会社の貸付金には保険約款貸付と一般貸付があります。②貸付金

税効果会計を適用した場合に、将来の会計期間において回収が見込まれる税金の額を計
上します。

③繰延税金資産

支払義務が発生している保険金、給付金、返戻金などのうち、決算期末時点で、未払いと
なっているものについて、その支払いのために必要な金額を積み立てる準備金です。

④支払備金

＊ 当社は平準純保険料式による積立てを行っています。

将来の保険金・年金・給付金の支払いに備え、保険業法で保険種類ごとに積立てが義務
づけられている準備金です。
責任準備金の積立方式の代表的なものには、「平準純保険料式」と「チルメル式」があります。

⑤責任準備金

＊ 当社の一般勘定で保有している有価証券の保有目的別の構成比は、帳簿価額ベースで満期保有目的の債券が47.5％、責任準備金対
応債券が10.6％、その他有価証券が41.9％です。

生命保険会社では保有する有価証券をその保有目的に応じて、「売買目的有価証券」、
「満期保有目的の債券」、「責任準備金対応債券」、「子会社・関連会社株式」、「その他有価
証券」の5つに区分し評価します。このうち、「その他有価証券」については、時価で評価し、
貸借対照表に計上されています。ただし、その評価損益は損益計算書には計上されずに、
評価差額金として、税効果分を除いて貸借対照表の純資産の部に計上されます。

⑥その他有価証券評価差額金
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経営について

運用環境

2017年度のわが国経済は、堅調な世界景気を背景とし
た外需の伸びに加えて良好な雇用環境から個人消費を中
心に内需も拡大し、潜在成長率を上回る高い成長を記録し
ました。

企業部門は、輸出拡大に伴い生産活動が活発化したこと
に加え、IoT市場の拡大も加わり設備投資の増勢が続きまし
た。個人消費は、悪天候による生鮮食品価格の高騰から伸
び悩む場面も見られましたが、耐久財の買い替え需要や株
価上昇による資産効果を背景に、基調としては緩やかな持
ち直しとなりました。また、物価は、携帯電話の通信料が下
落した一方、エネルギー価格とインバウンド消費によるサー
ビス価格の伸びを主因に緩やかな上昇が継続しました。

金融市場では、好景気と各国の低金利政策を背景として
世界的に長期金利の低位安定と株価上昇が続きました。し
かし、年明け以降、米国の賃金上昇を契機に将来的な物価
上昇観測が強まると米長期金利が急上昇し、株価が急落す
るなど不安定な値動きとなりました。為替市場では、日米金
利差が安定的に推移していたこともありドル円は110円を
挟んでの一進一退が続きましたが、年明け以降の株価下落
を受けて安全資産とされる円への需要が高まり、年度末に
は106円台前半まで円高ドル安が進行しました。株式市場
では、企業業績への期待から日経平均株価は一時24,000
円を超えて26年ぶりの高値を記録しましたが海外市場の
影響を受けて下落に転じ、年度末は21,454円となりまし
た。債券市場では、国内の物価上昇率は日銀の目標である
2％への到達に時間を要するため、現行の金融緩和政策が
長期化するとの見方から海外金利上昇の影響は限定的に
留まり、10年国債利回りは小幅なプラス圏での推移が続き
ました。

当社の運用方針

生命保険会社においては、将来の保険金等の支払いに備
えて積み立てる保険契約準備金が負債の大部分を占めて
います。このため、当社では負債の特性を勘案し、ALM（資
産と負債の総合管理）を重視した資産運用を行っています。
上記運用方針に基づき、当社の一般勘定資産は、高格付け
の円貨建債券を中心とした資産運用ポートフォリオを構築
することにより、長期的に安定した収益の確保を図っていま
す。また、一部を外貨建債券に投資することにより、利回りの
向上や資産の分散を図っています。

運用実績の概況

資産配分
2017年度末の一般勘定資産は、前年度末に比べ2,063億

円増加し2兆7,732億円となりました。2017年度末における
主な資産構成は、有価証券2兆5,733億円（一般勘定占率
92.8％）、現預金889億円（同3.2％）となっています。

2017年度の一般勘定資産の運用状況

有価証券計
2兆

5,733億円

国債
1兆7,683億円
68.7％

株式
3億円
0.0％

地方債
614億円
2.4％

社債
3,538億円
13.8％

外国証券
3,893億円
15.1％

その他
711億円
2.6％

現預金
889億円
3.2％

保険約款
貸付
398億円
1.4％

一般勘定
資産計
2兆

7,732億円

有価証券
2兆5,733億円
92.8％

〈一般勘定資産の構成　2017年度末〉

〈有価証券の構成　2017年度末〉
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〈資産運用収益・資産運用費用の状況〉

●資産運用収益

●資産運用費用

（単位：億円）

（単位：億円）

資産運用収支

資産運用収益は、国債等からの利息収入や有価証券売

却益等により480億円となりました。一方、資産運用費用

は、有価証券売却損等を計上したことにより44億円となりま

した。これらの結果、資産運用収益から資産運用費用を控除

した資産運用収支は、435億円となりました。

財務の健全性

当社が2017年度末に保有する地方債・社債・外国債券の

残高の98.4％は、債務履行能力が高いA格以上です。残りの

債券については、BBB格1.6％となっています。

証券化商品等への投資および
サブプライム関連投資の状況

証券化商品等への投資については、住宅金融支援機構

の発行したRMBS（貸付債権担保住宅金融支援機構債券）

およびクレジットリンクノート（クレジットデフォルトスワップ

を組み込んだ仕組債）のみであり、米国のサブプライムロー

ンを裏付資産とした証券化商品は保有していません。

格付は当社社内格付の規定に基づき分類しています。社内格付
の規定はムーディーズ、S＆Pグローバル・レーティング、格付投資
情報センター(R&I)、日本格付研究所(JCR)の外部格付に基づいて
います。なお、上記グラフには国債、政府保証債は含めていません。

BBB格
112億円
1.6％

一般勘定
地方債・社債・
外国債券
計

7,178億円

AAA格
731億円
10.2％

A格
1,694億円
23.6％

AA格
4,639億円
64.6％

〈一般勘定債券の信用格付別残高の構成　2017年度末〉
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経営について

当社は、お客さま視点ですべての価値判断を行い、保険を

基盤としてさらに幅広い事業活動を通じ、お客さまの安心・

安全・健康に資する最高品質のサービスを提供し、社会に貢

献することを掲げる「グループ経営理念」を共有しています。

この理念の実践をより徹底したものとするため、お客さま

からの苦情、ご相談、お問い合わせやさまざまなご意見・ご

要望を真摯に受けとめ、ご加入時から保険金・給付金のご請

求時まですべての業務プロセスにおける品質の向上に活か

しています。

お客さまの声や社会情勢など、多様な視点から業務品質

向上課題を発見し、業務品質向上策の検討、着実な実行と

その結果の検証を行っており、お客さま本位の業務運営方

針を定めたうえで、業務品質向上のPDCAサイクルを実践し

ています。

また、お客さまの声に対応する仕組みを構築し、2012年4

月2日には、苦情対応マネジメントの国際規格である

「ISO10002」への適合を宣言しました。

今後も、これまで以上に「お客さまの声」に真摯に耳を傾け

るとともに、いただいた声を事業活動全般に活かし、全社員

一丸となって、お客さま満足度の向上を実現してまいりま

す。 

業務品質向上に向けた取組み

業務品質向上推進態勢

お客さま

業務品質向上のPDCAサイクル

社会情勢など
苦 情

ご相談
お問い合わせ

お客さま
アンケート

ご意見
ご要望

お客さま本位の業務運営方針
全社員が目指すべき姿勢と業務のあり方

グ
ル
ー
プ
経
営
理
念 

等

I
S
O
1
0
0
0
2
自
己
適
合
宣
言

業務品質向上課題の
発見

業務品質向上策の
実行

結果の検証
業務品質向上策の

検討

業務品質向上推進態勢図
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＜苦情対応マネジメントシステムISO10002※への自己

適合宣言＞

2012年4月2日付けで、苦情対応マネジメントの国際規格

であるISO10002（JISQ10002）への適合を宣言しました。

本宣言を契機にお客さまの声対応態勢を強化し、苦情のみ

ならず、お客さまからのお問い合わせ、ご相談、ご要望など

を含む「お客さまの声」に真摯に耳を傾けるとともに、いただ

いた声を事業活動全般に活かし、さらなるお客さま満足度の

向上を実現していくことを目指しています。

※ISO10002とは…
苦情対応の基本原則やその基本原則を達成するために必要な
苦情対応の枠組み、苦情対応プロセス手順の国際規格です。
2004年7月に「国際標準化機構（ISO）」により制定され、2005
年6月にはそれに合致した日本規格JISQ10002が「日本工業標
準調査会」（JISC）により制定されています。

＜お客さまの声対応態勢＞

1.お客さまへの適切な対応と情報管理

カスタマーセンター、各営業店、取扱代理店、公式ウェブ

サイト、外部機関、各種アンケートなどに寄せられたお客

さまの声は、お客さまの声データベースなどへ集約してい

ます。

2.お客さまの声を活かした経営

お問い合わせ、ご相談、ご要望、苦情を含めたお客さまの

声は、いただいたお申出内容や傾向、原因などを分析し、

商品開発、販売、保険金支払いなどさまざまな場面におけ

る課題として認識したあと、関連各部署と情報を共有し、

業務改善につなげています。

3.お客さまへの情報開示

お客さまの声の受付状況や概要を定期的に当社公式ウェ

ブサイト上の「お客さまの声」にて開示し、お客さまの信頼

に応えるとともに、経営の透明性を高めています。

＜当社に対するご意見・ご要望受付窓口の設置＞

当社に対しご意見・ご要望をお持ちのお客さまのご相談窓

口として専用フリーダイヤルを開設しています。また、当社公

式ウェブサイト上の「お客さまの声」のご意見・ご要望フォー

ムから、お客さまのご都合にあわせ、いつでもご意見・ご要望

をいただける態勢を整えています。

＜外部機関の仲介による苦情等の解決（金融ADR制度）＞

ADRとは、身の回りで起こるトラブルを裁判でなく、中立・公

正な第三者に関わってもらいながら柔軟な解決を図る手続

きです。一般社団法人生命保険協会は、保険業法に基づく

指定紛争解決機関として金融庁から指定を受けており、当

社は一般社団法人生命保険協会と金融ADR制度を利用す

るための契約を締結し、この制度への的確な対応態勢を整

備しています。

また、一般社団法人生命保険協会の「生命保険相談所」で

は、電話・文書（電子メール・FAXでは受け付けておりませ

ん。）・来訪により生命保険に関するさまざまなご相談・ご照

会・苦情をお受けし、お客さまの疑問やお悩みを整理し、解

決に向けたアドバイスを行っています。生命保険相談所は

全国に連絡所を設置しており、無料でご利用いただけます。

●フリーダイヤル
当社に対するご意見・ご要望をお持ちのお客さまの窓口

0120－273－211
受付時間：月～金 9：00～18：00
 （土、日、祝日および12/31～1/3を除く）
※携帯電話・PHSからもご利用いただけます。

●公式ウェブサイト
http://www.himawari-life.co.jp/
受付時間：24時間 365日

一般社団法人生命保険協会
生命保険相談所〔生命保険相談室：東京〕
TEL 03-3286-2648 
〒100-0005 東京都千代田区丸の内3-4-1　新国際ビル3階
受付時間:  9:00～17:00

（土・日曜、祝日、年末年始を除く） 
※詳しくは生命保険協会のホームページ
 （http://www.seiho.or.jp/）をご覧ください。
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経営について

申出分類 主な内容 件数 全体に占める割合

ご加入手続き ・契約時の重要事項や商品内容の説明不足に関するもの
・保険証券の氏名・住所の表記誤りに関するもの 1,539 21.1%

保険料関係 ・保険料の口座振替・送金の手続きや案内に関するもの
・クレジットカード払いの取り扱いに関するもの 1,057 14.5%

契約後手続き ・契約の解約手続きにおける遅延や説明不足に関するもの
・契約の名義や住所の変更における表記誤りに関するもの 1,676 23.0%

支払手続き ・保険金・給付金のお支払金額に関するもの
・保険金・給付金支払い時の確認業務に関するもの 1,739 23.8%

その他・サービス ・募集人・担当者のアフターサービス不足に関するもの
・募集人・担当者の態度、マナーに関するもの 1,281 17.6%

2017年度合計 7,292 100.0%

カテゴリー お客さまの声 改善内容
がん外来治療給付金請求に関す
る案内が届いた。案内文に「外来
治療期間満了日」とあるが、今後は
保障されなくなるの？

「満了日」の表現を見直し、「所定の要件を満たす場合、保障は継続されます」と記載し、お客
さまの「保障がなくなってしまう」という不安感を抱かせない表現としました。

医療保障にすべての通院をカバー
する保障を付けてほしい。

医療保険(2014)・医療保険(08)に付加できる新特約として、「医療用通院特約」を発売しま
した。病気やケガで入院され、その退院日の翌日からその日を含めて180日以内に通院され
たときに給付金をお支払いします。

給付金の請求時に婦人科の病気
のことを男性オペレーターに話し
たくない。

男性オペレーターに傷病等を話すことに抵抗のある女性のお客さまの気持ちに配慮し、女
性オペレーターが対応する「【女性専用】保険金・給付金請求ダイヤル」を新設しました。

高齢や障がいで保険金・給付金請
求書類を記入するのが大変です。

お客さまの利便性向上を図るため、「高齢者・障がい者等に対する請求手続き支援サービ
ス」で新たにTV電話サービスを展開し、請求書類作成時の支援やご質問に迅速に回答でき
るようになりました。

保険料振替時のクレジットカード
を変更したいのですが、電話でし
か手続きできないの？

「マイ リンククロス(Webサービス)」にご登録済み、かつ、すでにクレジットカード扱いのお
客さまは、クレジットカードの変更手続きがインターネット上で完結できるようになりました。

口座振替できずコンビニ払いが続
いていたが、保険料は払ってい
た。保険料の割引料率がなくなる
のは納得いかない。

口座振替不能時の保険料領収方法は、募集人による集金が主流であった時代から、今では
コンビニ払込み等が一般化しています。
そうした環境の変化を踏まえて、口座振替以外で保険料をお支払い済みのお客さまでも割
引料率を適用させていただくこととしました。

お客さまの声（苦情）の受付状況

2017年度にお客さまから寄せられた「お客さまの声（苦情）」の受付状況は下表のとおりです。

お客さまの声を反映した商品・サービスなどの改善・開発の取組み

当社では、さまざまな形で「お客さま視点」に基づく業務改善の仕組みを構築しています。いただいた「お客さまの声」を活かし

て、お客さまのニーズに合った商品・サービスをご提供するとともに、お客さまの利便性向上につながるようサービスの充実や

各種帳票の改訂も随時行うなど、業務改善に取り組んでいます。

2017年度に実施した改善取組みの事例は次のとおりです。

便利に

見やすく・
わかりやすく

仕組みから
見直し

お客さまを
尊重する
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カスタマーセンターのご案内

カスタマーセンターでは、ご契約いただいているお客さま

からの各種お手続きやお問い合わせ、資料のご請求などを

承っています。また、公式ウェブサイトの「ご契約者さま」

ページで、各種お手続きのご案内や、書類のご請求ができ

るサービスなども行っています。ぜひ、ご利用ください。

専門オペレーターによる親切・丁寧な対応

カスタマーセンターでは、専門知識を身に付けたオペ

レーターがお客さまからのお問い合わせに親切・丁寧に誠

意をもって対応させていただいています。

ご契約者さま向けウェブページ

お客さまのお役に立つ情報を、次の各ウェブページで、わ

かりやすくご案内しています。ぜひ、ご活用ください。

■「よくあるご質問」ページ

 お問い合わせの多いご質問と回答を掲載

しています。

http://faq.himawari-life.dga.jp/

■「お手続きのご案内」ページ

 お手続きの流れや必要書類のご案内などを確認すること

ができます。

■マイ リンククロス（Webサービス）

 会員登録をしていただくと、いつでもご契約内容を確認

することができます。また、各種お手続きも受け付けいた

します。

■ お手続きフォーム

 以下のお手続きは事前登録なく、インターネットで完了し

ます。

　●住所・電話番号の変更

　●生命保険料控除証明書の再発行

また、以下についてはお手続き書類のご請求ができます。

　●給付金のご請求 　●受取人さまの変更

　●ご契約者さまの改姓 　●保険証券の再発行

　●保険料振替口座の変更

24時間自動音声による対応

住所変更・保険料振替口座の変更・保険証券の再発行・

解約などのお手続きに関しては、24時間365日いつでも受

付可能な「お手続き受付ダイヤル」を設置しています。

カスタマーセンターでお受けしている各種お手続き

カスタマーセンターでは以下のお手続き、お問い合わせ

を承ります。

●保険金・給付金のご請求 ●住所変更

●名義変更、受取人変更、改姓 ●保険証券の再発行

●保険料振替口座の変更 ●保険料払込み方法の変更

●クレジットカードの変更 ●生命保険料控除証明書の再発行

●ご契約内容の変更、解約 ●契約者貸付のお手続き

●ご契約内容のお問い合わせ ●その他お手続き

カスタマーセンター（通話料無料）

●　オペレーターによるお問い合わせ窓口 ※携帯電話からもご利用いただけます。

受付時間：月～金 9：00～18：00   土 9：00～17：00（日・祝日・12/31～1/3を除く）

0120-563-5060120-563-506お手続き、お問い合わせ全般 

0120-528-1700120-528-170保険金・給付金請求のお手続き、お問い合わせ

●　自動音声によるお手続き書類の送付受付

0120-088-3120120-088-312
※携帯電話からもご利用いただけます。

受付時間：24時間 365日
※生命保険料控除証明書の再発行は、10月中旬から翌年3月まで承ります。

住所変更、保険料振替口座の変更、保険証券の再発行、解約、
生命保険料控除証明書の再発行

住所変更、保険証券の再発行、生命保険料控除証明書の再発行、給付金請求書類の郵送請求など

●　公式ウェブサイトからのお手続き書類の送付受付

http://www.himawari-life.co.jp/http://www.himawari-life.co.jp/
受付時間：24時間 365日

※契約者ご本人さまから
　お電話ください。

※契約者・受取人（請求権者）
　ご本人さまからお電話ください。
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経営について

〈保険金等支払管理態勢図〉

お客さま

取締役会

経営会議

お客さま窓口部門

お客さまサービス部
カスタマーセンターグループ
・各種請求等の受付
・各種お問い合わせの受付

お客さまサービス部
お客さま相談室
・苦情対応依頼
・「お客さまの声」等の検証、分析

保険金等支払部門

指導・管理

審議依頼
業務報告

結果報告
改善指導

担当役員

保険金サービス部
　支払第一グループ　
　支払第二グループ
　請求サポートグループ

保険金等支払管理部門

「
お
客
さ
ま
の
声
」対
応

モニタ
リング

検証依頼

結果報告

報告

報告

報告

検討委託

審議依頼

提言

「お客さまの声」検証

取扱代理店・営業店

内
部
監
査
部

保
険
金
等
支
払
管
理
態
勢
の
適
切
性
検
証
と
業
務
改
善
を
目
的
と
し
た
内
部
監
査

・保険金等のお支払いが健全かつ適切におこなえる態勢の構築と整備
・適切な業務運営に向けた経営資源の適切な配分

保険金サービス部
　企画グループ

コンプライアンス部
支払管理グループ
・保険金等支払業務の適切性の検証
・保険金等の支払、不支払事案の検証
・保険金等審議会事務局

お問合わせ

ご回答
お客さまの声 保険金等の

ご請求
保険金等の
お支払い

・お支払い手続きと保険約款の検証
・お客さまサービスに関する部門横断的協議

支払実務検討部会

・法的、医的見地による事案の適切性審査
・お客さまの再審査要請事案の審査

保険金等支払審査会

・保険金等お支払いの適切性の審議、提言
・支払管理態勢強化の進捗状況の確認、提言

保険金等審議会

－社外専門家の判断－

－外部有識者の参加－

・保険金等のお支払い
・未請求フォローや請求勧奨

－保険金等管理会議規程に基づく下部組織－

契約サービス部
　保全グループ

・満期保険金・年金のお支払い
・解約返戻金のお支払い

契約サービス部
　企画グループ

・保険金等のお支払いに関する適切性の管理、推進、指導
・保険金等のお支払いに関するサービス、品質の向上

保険金等管理会議

・保険金等管理に関する審議、協議
・保険金等お支払いの適切性の検証
・課題に対する部門横断的解決の推進

－保険金等支払管理に関する関連部会議－

お客さまから
「信頼される」生命保険会社を目指して

保険金等支払管理態勢

保険金・給付金(以下「保険金等」といいます。)のお支払

いは、生命保険事業の根幹となる最も基本的かつ重要な業

務です。

保険金等を迅速かつ適時・適切にお支払いするとともに、

「保険契約ご加入時」「保険契約期間中」「保険金等ご請求

受付時」「保険金等お支払い後」などさまざまな場面におい

て、お客さまへ適切かつ丁寧なご案内、ご説明を実施してい

ます。

また、これらを実現するため、保険金等支払管理態勢の整

備・構築ならびに保険金等支払業務の適切性の確保に全社

をあげて取り組んでいます。

保険金等支払管理態勢のさらなる充実に向けて

保険金等支払業務の適切性確保の観点から、社内および

社外からの管理監督や検証・牽制する体制の整備など、こ

れまで取り組んできた業務改善策を永続的に推進していき

ます。

さらに、お客さまのご期待を上回るサービスの提供に向け

て、お客さまの声をもれなく把握するとともに、支払業務工程

を継続的に見直し、分析と検証を繰り返すことで、保険金等支

払管理態勢のさらなる充実を図っていきます。
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（単位：件、百万円）

保険金 給付金 合計

件　数 27,661 351,537 379,198

金　額 34,636 42,700 77,337

〈保険金等をお支払いした件数・金額（2017年度）〉

2017年度に保険金等をお支払いした件数は379,198

件(うち保険金27,661件、給付金351,537件)です。一方、

お支払い対象とならなかった件数は11,235件(うち保険金

173件、給付金11,062件)でした。

■「お支払いできない理由」の説明
○詐欺による取消し

お申込み時に、契約者または被保険者等による詐欺行為があった場合

○不法取得目的による無効

保険金等を不法に取得する目的で保険に加入した場合

○告知義務違反による解除

お申込み時に、契約者または被保険者が故意または重大な過失により事実を告知しなかった場合

または告知した内容が事実と相違していた場合

○重大事由による解除

保険金等をだまし取る目的で故意に事故を起こした場合など

○免責事由に該当

ご請求内容が、約款に定めるお支払いできないケースに該当する場合

○支払事由に非該当

ご請求内容が、約款に定めるお支払いできるケースに該当しない場合

保険金等のお支払い状況

保険金等のお支払いにあたっては、今後も引き続き、

ご契約の保険約款に基づき、医学的・法律的判断などをふ

まえて適切性を確保していきます。

（単位：件）

お支払いできない理由 保険金 給付金 合計

詐欺による取消し 0 0 0

不法取得目的による無効 0 0 0

告知義務違反による解除 11 817 828

重大事由による解除 0 1 1

免責事由に該当 31 28 59

支払事由に非該当 130 10,117 10,247

その他 1 99 100

合計 173 11,062 11,235

〈保険金等のお支払い対象とならなかった件数（2017年度）〉
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経営について

当社は、業務の適正を確保し、企業統治の強化および質
の向上に資するため、次の基本方針を取締役会において決
議し、内部統制システムを構築しています。

内部統制基本方針

当社は、業務の適正を確保し、企業統治の強化および質
の向上に資するため、関連諸法令およびSOMPOホール
ディングス株式会社（以下「HD」といいます。）の定める
SOMPOホールディングスグループ（以下「グループ」といい
ます。）の経営理念等をふまえ、「内部統制基本方針」を取締
役会において決議します。

なお、基本方針に基づく統制状況について適切に把握お
よび検証し、体制の充実に努めます。

１．グループにおける業務の適正を確保するための体制
当社は、グループの一員として業務の適正を確保するた

めに必要な体制を次のとおり整備します。
（1）グループ経営理念、グループ行動指針、目指す企業グ

ループ像、グループ経営基本方針、グループ人事ビジョン、
グループCSRビジョンを社内に示します。
（2）HDとの間で経営管理契約を締結し、同社に対して適

切に承認を求め、報告を行うとともに、グループの統制の枠
組みを定める各種基本方針を遵守します。
（3）グループの各種基本方針に従い、これに則った体制

を整備します。また、事業実態に応じた基本方針・規程等を
策定し、これに基づく体制を整備するとともに、その整備状
況を管理します。また、当社の取締役等の職務の執行に係
る事項をHDに報告する体制を整備します。
（4）経営判断に必要な情報収集・調査・検討等を行う体

制を整備するとともに、当社取締役会およびHDへの的確な
情報提供等を通じて経営論議の活性化を図り、グループの
経営管理等に関する重要事項の経営判断の適正性を確保
します。
（5）「SOMPOホールディングスグループ　グループ内取

引管理基本方針」に従い、重要なグループ内の取引等を適
切に把握および審査し、グループ内における取引等の公正
性および健全性を確保します。

２．�職務の執行が法令および定款に適合することを確保す
るための体制
当社は、取締役、執行役員および使用人（以下、「役職員」

といいます。）の職務の執行が法令、定款等に適合すること
を確保するために必要な体制を次のとおり整備します。
（1）取締役会における取締役の職務執行の状況報告等

を通じて、役職員の職務の執行が法令等に適合しているこ
とを確認します。
（2）「SOMPOホールディングスグループ コンプライアン

内部統制の整備

ス基本方針」に従い、コンプライアンス体制を整備します。ま
た、役職員の行動基準として、コンプライアンス・マニュアル
を整備し、「SOMPOホールディングスグループ コンプライ
アンス行動規範」とあわせて周知徹底を図り、これらに基づ
く教育および研修を継続して実施します。
（3）コンプライアンスに関する統括部署を設置し、コンプ

ライアンス課題への対応計画等を定めるコンプライアンス・
プログラムの進捗を管理します。また、コンプライアンスの
推進体制・方法等について検討するとともに、コンプライア
ンス推進状況のモニタリングを行います。
（4）不祥事件等の社内の報告、内部通報等の制度を整備

するとともに、是正等の対応を的確に行います。
（5）「SOMPOホールディングスグループ お客さまの声対

応基本方針」および「お客さま対応基本方針」に従い、お客
さまの声を積極的に分析し業務品質の向上に活用するな
ど、実効性のあるお客さまの声対応体制を構築します。
（6）「SOMPOホールディングスグループ お客さまサービ

ス適正管理基本方針」に従い、お客さまに提供する商品・
サービスの品質の維持・向上に努めるなど、お客さまサービ
スの適正を確保する体制を構築します。
（7）「SOMPOホールディングスグループ 顧客情報管理

基本方針」に従い、お客さまの情報を適正に取得・利用する
など、顧客情報の管理を適切に行います。
（8）「SOMPOホールディングスグループ セキュリティポ

リシー」に従い、情報資産のセキュリティを確保するために
講じるべき基本的な事項を明らかにするなど、情報資産に
関する適切な管理体制を確保します。
（9）「SOMPOホールディングスグループ 利益相反取引

管理基本方針」に従い、お客さまの利益が不当に害される
おそれが類型的に認められる取引を管理するなど、顧客の
利益が不当に害されるおそれのある利益相反取引の管理
を適切に行います。
（10）「SOMPOホールディングスグループ 反社会的勢力

対応基本方針」に従い、反社会的勢力からの不当要求の拒
絶および関係の遮断に向けて、外部専門機関とも連携し、組
織として毅然と対応するなど、反社会的勢力への対応体制
を整備します。

３．戦略的リスク経営に関する体制
当社は、「SOMPOホールディングスグループ  ERM基本

方針」に従い、不測の損失を極小化するとともに、資本を有
効活用し、適切なリスクコントロールのもと収益を向上させ、
グループの企業価値の最大化を図ります。その実現のため
に、ERM「戦略的リスク経営」に関する体制を整備するとと
もに、リスクの把握および評価を含む適切なリスク管理を行
います。
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するための体制を整備します。

７．�取締役および執行役員の職務の執行に係る情報の保存
および管理に関する体制
当社は、取締役および執行役員の職務の執行に係る情報

を適切に保存および管理するため、 取締役会等の重要会
議の議事録および関連資料その他取締役および執行役員
の職務執行に係る情報を保存および管理する方法を規程
に定め、これに必要な体制を整備します。

８．内部監査の実効性を確保するための体制
当社は、「SOMPOホールディングスグループ 内部監査

基本方針」に従い、規程の制定、計画の策定等の事項を明
確にし、効率的かつ実効性のある内部監査体制を整備しま
す。

９．監査役の監査に関する体制
当社は、監査役の監査の実効性の向上を図るため、以下

の体制を整備します。

９－１．監査役の職務を補助すべき使用人に関する事項
監査役の求めに応じ、必要な知識・経験を有する専属の

者を監査役スタッフ（監査役の職務を補助すべき使用人）と
して配置します。また、監査役スタッフに関する規程を定め、
次のとおり監査役スタッフの執行からの独立性および監査
役の監査役スタッフに対する指示の実効性を確保します。
（1）監査役スタッフの選任、解任、処遇の決定等にあたっ

ては常勤監査役の同意を得ることとし、監査役スタッフの人
事上の評価は常勤監査役の同意を求めることにより、取締
役からの独立性を確保します。
（2）監査役スタッフはその職務に関して監査役の指揮命

令のみに服し、取締役および執行役員等から指揮命令を受
けないこととします。
（3）監査役スタッフは、監査役の命を受けた業務に関して

必要な情報の収集権限を有することとします。

９－２．監査役への報告に関する体制
（1）当社は、監査役会の同意のもと、役職員が監査役に報

告すべき事項（職務の執行に関して法令・定款に違反する
重大な事実もしくは不正行為の事実または会社に著しい損
害を及ぼす可能性のある事実を含む）および時期を定める
こととし、役職員は、この定めに基づく報告、その他監査役

（HD監査役を含む）の要請する報告を確実に行います。
（2）当社は、役職員が監査役（HD監査役を含む）に報告

を行ったことを理由として、役職員に対して不利益な取扱い
をしないこととします。
（3）監査役が取締役または執行役員の職務の執行に関し

て意見を表明し、またはその改善を勧告したときは、当該取
締役または執行役員は、指摘事項への対応の進捗状況を監
査役に報告します。

４．�職務の執行が効率的かつ的確に行われることを確保す
るための体制
当社は、役職員の職務執行が、効率的かつ的確に行われ

る体制を確保するため、次のとおり、職務執行に関する権
限、決裁事項および報告事項の整備、指揮命令系統の確
立、ならびに経営資源の有効活用を行います。
（1）HDが定めるグループの経営計画に基づき自社の経

営計画を策定するとともに、これらを社内で共有します。
（2）重要な業務執行に関する事項について経営会議で

協議し、取締役会の審議の効率化および実効性の向上を図
ります。
（3）取締役会の決議事項および報告事項を整備すること

で取締役会の関与すべき事項を明らかにします。
（4）規程を整備し、社内組織の目的および責任範囲を明

らかにするとともに、組織単位ごとの職務分掌、執行責任
者、職務権限の範囲等を定めます。
（5）「SOMPOホールディングスグループ  IT戦略基本方

針」に従い、ITマネジメント態勢を整備し、システム計画を
策定、遂行するなど、信頼性・利便性・効率性の高い業務運
営を実現するための的確かつ正確なシステムを構築しま
す。 
（6）「SOMPOホールディングスグループ  外部委託管理

基本方針」に従い、外部委託開始から委託解除までのプロ
セスに応じて外部委託に関する管理を行うなど、外部委託
に伴う業務の適正を確保します。
（7）「SOMPOホールディングスグループ  資産運用基本

方針」に従い、当社の運用資金の性格を勘案し安全性・流
動性・収益性を踏まえるなど、リスク管理に十分に留意した
資産運用を行います。
（8）「SOMPOホールディングスグループ 業務継続体制

構築基本方針」に従い、大規模自然災害等の危機発生時に
おける主要業務の継続および早期復旧の実現を図る体制
を整備するなど、有事における経営基盤の安定と健全性の
確保を図ります。

５．�財務の健全性および財務報告の適正性を確保するため
の体制

（1）当社は、「SOMPOホールディングスグループ 財務の
健全性・保険計理の管理基本方針」に従い、財務の健全性
を確保するための管理体制を整備します。
（2）当社は、「SOMPOホールディングスグループ  財務

報告に係る内部統制基本方針」に従い、グループの連結
ベースでの財務報告の適正性および信頼性を確保するた
めに、財務報告に関する内部統制の整備・運用および評価
に関する枠組みを定め、必要な体制を整備します。

６．情報開示の適切性を確保するための体制
当社は、「SOMPOホールディングスグループ ディスク

ロージャー基本方針」に従い、法令等に基づく開示の統括
部署を設置し、企業活動に関する情報を適時・適切に開示

Ｓ
Ｏ
Ｍ
Ｐ
Ｏ
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
グ
ル
ー
プ
の
概
要

経
営
に
つ
い
て

C
S
R
の
取
組
み

商
品
・
サ
ー
ビ
ス
体
制
に
つ
い
て

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
・
デ
ー
タ

業
績
デ
ー
タ

損保ジャパン日本興亜ひまわり生命の現状 2018　｜　38



経営について

９－３．�その他監査役の監査が実効的に行われることを確
保するための体制

（1）監査役は、取締役会に出席するほか、経営会議その
他重要な会議に出席し、意見を述べることができるものとし
ます。
（2）監査役が、取締役、執行役員、内部監査部門、会計監

査人およびその他監査役の職務を適切に遂行するうえで必
要な者との十分な意見交換を行う機会を確保します。また、
役職員は監査役の求めに応じて、業務執行に関する事項の
報告を行います。
（3）重要な会議の議事録その他の重要書類等（電磁的記

録を含む）の閲覧について、監査役の求めに応じて対応しま
す。
（4）監査役の求めに応じて、HD監査役が当社監査役と連

携する機会および当社の役職員から情報収集する機会を
確保します。
（5）内部監査部門は、監査役からの求めに応じて、監査役

の監査に協力します。
（6）監査役が、その職務の執行について生ずる費用の請

求をした場合は、監査役の求めに応じて適切に処理します。
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および高度化について経営論議を行っています。

（4）取締役職務執行体制
・当社は、経営方針、経営計画の策定等、会社の経営に
重大な影響を与える事項については経営会議で十分
に協議を行い、取締役会での審議の効率性・実効性の
向上を図っています。
・当社は、取締役会の監督機能強化を図るため、各取締
役の年度目標について取締役会に報告し、取締役間で
の進捗の相互確認や意見交換を行っています。

（5）監査役の監査体制
・当社は、監査役監査の実効性を確保するため、取締役
等の指揮命令から独立した専任スタッフを配置してい
ます。
・当社は、監査役への報告に関する規程を策定し、役職
員から職務の執行状況等に関して定期的に報告を
行っているほか、監査役から要請を受けた事項につい
て、随時速やかに報告を行っています。
・当社は、監査役が経営会議その他自らが必要と認め
た重要会議に出席して意見陳述を行う機会を確保して
います。
・当社は、監査役が会計監査人および内部監査部門と
監査結果等の情報交換を行う機会を確保しており、監
査役は実効的かつ効率的に監査を実施しています。
・当社は、監査役と代表取締役との定期的な会合を設け
ており、両者は、課題認識等について意見交換を実施
しています。

業務の適正を確保するための体制の運用状況（2017年度）

業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要に
ついては、次のとおりです。

（１）内部統制システム
・当社は、内部統制を有効に機能させるためにグループ
共通の基本方針のもと、取締役会においてそれらの運
用状況を定期的に確認しながら関連する内部統制の
改善を継続的に行っています。

（２）コンプライアンス
・当社は、年度のグループコンプライアンス推進方針等
を踏まえ、コンプライアンス・プログラムを策定し、そ
のプログラムに基づき計画的にコンプライアンスの推
進に取り組んでいます。
・当社は、内部通報・内部監査等の制度を整備して、法令
違反その他不適切事象の早期発見に取り組んでいま
す。
・内部通報においては、社内に内部通報窓口を設けて
いるほか、グループ全体の内部通報窓口として「総合
ほっとライン」を第三者機関に設けており、内部通報窓
口とともに内部通報者の不利益取扱いの禁止を含む
内部通報制度の利用ルールを周知し、その実効性の
向上を図っています。
・当社は、不適切事象を把握したときは、適切に対応し
ています。
・当社は、コンプライアンス推進会議を定期的に開催
し、コンプライアンスプログラムへの対応状況等、コン
プライアンスの推進状況について審議を行い、その取
組みの妥当性の検証を行っています。

（3）戦略的リスク経営に関する体制
・当社は、グループERM基本方針に基づき、戦略的リス
ク経営に関する体制を整備しています。
・当社は、「グループ リスク選好」を踏まえて事業計画を
策定するとともに、配賦された資本をリスク許容度とし
て事業運営を行い、事業計画における利益目標の達成
を目指しています。また、経営環境の変化や計画の進
捗状況等を定期的に確認し、必要に応じて事業計画等
の見直しを行うPDCAサイクルに基づいて戦略的リス
ク経営を実践しています。
・当社は、リスクアセスメントを起点として、あらゆる源
泉から生じる重大なリスクを特定し、分析、評価、コント
ロールするリスクコントロールのプロセスを構築し、運
営しています。特に重大なリスクについては、リスク
オーナー（担当役員）を定め、対応策の実施、進捗状況
に対する責任を明確にし、その実効性の向上を図って
います。
・当社は、経営会議において、戦略的リスク経営の実践
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経営について

当社は、「SOMPOホールディングスグループ 利益相反
取引管理基本方針」に基づき、当社または当社グループ
金融機関が行う利益相反のおそれのある取引について、
お客さまの利益が不当に害されることのないよう、法令等に
従い適切に管理する態勢を構築します。

1．管理対象取引の特定
（1） 当社グループ金融機関の行う次に掲げるような類型の

取引・行為によりお客さまの利益が不当に害されるおそ
れが認められる場合、管理対象会社（SOMPOホール
ディングスおよび「別表」の当社グループ金融機関）は、
当該取引・行為を管理対象取引として指定します。
・ お客さまの利益と当社グループ金融機関の利益が相

反する取引・行為
・ お客さまの利益と当社グループ金融機関の他のお客さ

まの利益が相反する取引・行為
・ 当社グループ金融機関がお客さまとの関係を通じて入

手した非公開情報を利用して当社グループ金融機関
が利益を得る取引・行為

・ 当社グループ金融機関がお客さまとの関係を通じて入
手した非公開情報を利用して当社グループ金融機関
の他のお客さまが利益を得る取引・行為

（2） 管理対象取引は、管理対象取引の性質・構造、関連取引
の状況、管理対象取引に利用する情報の保有状況、管
理対象取引と関連取引を合算して得られる当社グルー
プおよびお客さまの利益の状況その他の事由を勘案し
て個別に指定します。

2．管理対象取引の管理
（1） 管理対象会社は、管理対象取引に係る関連取引の状況

その他の事由を勘案して必要に応じ次に掲げる措置
その他の必要な措置を講じ、お客さまの利益を確保し
ます。
ア　 管理対象取引と関連取引の実行部門を分離し、両

取引に係る情報を遮断します。
イ　 管理対象取引、関連取引のいずれかまたは両方につ

いて、取引の内容、条件、方法その他を変更します。
ウ　管理対象取引、関連取引のいずれかを中止します。
エ　 管理対象取引に伴い発生する利益相反の内容そ

の他の必要な情報をお客さまに開示し、その同意
を取り付けます。

（2） 管理対象会社は、管理対象取引と関連取引の内容、講
じた措置の実施状況その他の必要な事項を記録し、管
理対象取引の実行日から5年間、これを保存します。

3．管理体制
管理対象会社は、法令等に従い、次の体制を整備します。

（1） 管理対象取引を管理する部署（管理部署）および
管理統括者を設置します。

（2） 管理対象取引とその関連取引が同一の金融機関の中
で実行される場合にあっては当該金融機関の管理部署
が、異なる金融機関が実行する場合にあっては
SOMPOホールディングスの管理部署が、上記に定め
る措置の要否、内容その他の必要な事項を立案します。

（3） 上記に定める措置を講じる場合にあっては、管理統
括者は、上記区分にそって講じるべき措置の内容を
決定します。

（4）利益相反管理方針の概要を公表します。
（5） 役職員等に対する利益相反管理に関する教育・研修

を実施します。
（6） 利益相反管理態勢を定期的に検証し、その改善を図

ります。

別表

①　損害保険ジャパン日本興亜株式会社

②　損保ジャパン日本興亜ひまわり生命保険株式会社

③　セゾン自動車火災保険株式会社

④　そんぽ24損害保険株式会社

⑤　日立キャピタル損害保険株式会社

⑥　損保ジャパン日本興亜ＤＣ証券株式会社

利益相反取引の管理
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コンプライアンス統括役員

経　営　会　議

取　締　役　会

報告、指示 報告、指示

内
部
監
査
部

各部担当役員

コンプライアンス推進会議

コンプライアンス部
（コンプライアンス統括部門）

販売制度室
（保険募集管理部門）

委員：本社各部長

各統括部、営業部

本社各部
（コンプライアンス担当部門）

営業部門コンプライアンス推進会議

報告

連携

連携

監
査
役

事務局：コンプライアンス部

コンプライアンスオフィサー室

連携

相談、報告

けん制、支援

相談、報告

けん制、支援

相談、報告
けん制、支援

付議      報告

コンプライアンス態勢

コンプライアンス推進態勢

当社は、お客さま・社会の要望に応え信頼される企業であ

りつづけるため、コンプライアンス推進態勢の強化に努めて

います。

当社では、コンプライアンスを経営の最重要課題の一つ

として位置づけ、コンプライアンス態勢の整備に関する

「SOMPOホールディングスグループ コンプライアンス基本

方針」ならびに「SOMPOホールディングスグループ コンプ

ライアンス行動規範」を定めるとともに、適正な保険募集の

確保および保険募集人の業務品質向上に向けた「保険募集

管理基本方針」を定めています。

上記方針のもと、毎年、コンプライアンス推進の具体的な

実践計画としてSOMPOホールディングスグループの当該年

度グループコンプライアンス推進方針を踏まえ「コンプライア

ンス・プログラム」を策定し、各部門の進捗状況の確認や改善

策の策定を通じて、コンプライアンスの推進に取り組んでい

ます。

また、本社においては、コンプライアンス推進会議を設置

して、部門横断での協議によるコンプライアンス推進状況の

実態把握と分析を行うとともに、コンプライアンス統括部門

であるコンプライアンス部と保険募集に関するコンプライア

ンス管理部門の販売制度室およびコンプライアンス担当部

門である本社各部が、連携してコンプライアンス推進の強

化を図っています。

また、営業店におけるコンプライアンス推進および適正な

内部管理態勢の構築・強化に向けて、コンプライアンスオ

フィサー室を設置して、法令等遵守状況のモニタリングや

営業店・代理店への改善指導・指示を行うコンプライアンス

オフィサーを配置するとともに、コンプライアンスに関して

集中的に議論する場として、統括部・営業部ごとに営業部門

コンプライアンス推進会議を設置しています。

これらのコンプライアンス推進の取組みは、定期的に取

締役会に報告され、経営トップによる評価・フォローアップ

が行われています。
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経営について

コンプライアンス推進の具体的取組み 内部通報制度

コンプライアンスの定着・徹底のため、役員、コンプライア

ンス責任者である各部門長、本社各部室などから時宜に応

じたコンプライアンスメッセージを継続的に発信するととも

に、社員に「コンプライアンスマニュアル」「コンプライアンス

ポケットブック」を公開して研修などで活用することにより

行動規範、保険業法等の基本的な知識の徹底を図っていま

す。

また、社員のコンプライアンスに関する理解を深め、コンプ

ライアンスの問題をすべての社員がオープンに話し合える

職場風土の醸成のためにコンプライアンスミーティングを

実施し、さらに重要な会議やその他の社員研修においても

必ず「コンプライアンス研修」の時間を設けて意識の徹底を

図っています。さらに定期的に「コンプライアンステスト」

（確認テスト）を実施して知識の定着を図っています。

コンプライアンス教育の充実と保険募集に関与する取扱

代理店および保険募集人の意識向上を図るため「代理店 

コンプライアンスマニュアル」などのツールを作成、適宜改

定して、研修・指導に活用しています。

また、金融商品販売法に基づき「勧誘方針」（P.44）を

制定し、その周知・徹底を図っています。

法令に違反する行為やコンプライアンス上の問題が、組

織を通じた相談・報告では改善できない、あるいは報告自

体ができない事情がある場合に、社員が直接、相談・通報で

きる窓口として、社内および社外に「内部通報窓口（ホットラ

イン）」を設置し、運営しています。

このホットラインは、2006年度に施行された公益通報者

保護法に基づく通報・相談窓口として利用されるよう、通報

者の秘密の保持等を図る仕組みとしています。

2017年度は、上記の窓口で19件の通報・相談を受け付

け、関連部門間で連携し事実確認・調査など適切に対応し

ています。
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損保ジャパン日本興亜ひまわり生命の勧誘方針

　当社は、「金融商品の販売等に関する法律」（2000年法律第101号）に基づき、保険商品の販売等に係る勧誘に関する
方針を次のとおり定めています。

保険商品の販売等に際して、各種法令等を遵守し、適正な勧誘に努めます。
■保険業法、保険法、金融商品の販売等に関する法律、金融商品取引法、消費者契約法、その他各種法令等を遵守し、お

客さまの立場に立った勧誘に努めます。
■保険金の不正取得を防止する観点から、お客さまの本人確認、同意確認は確実に行い、適正な保険金額を定めるよう努

めます。
未成年者を被保険者とする場合は、特に配慮して参ります。

お客さまの保険商品に関する知識・経験、購入目的、資力状況等を総合的に勘案し、お客さまの意向と実情に応じた適切
な勧誘に努めます。
■ライフサイクルの分析やコンサルティング活動等を通じて、お客さまの意向と実情に沿った勧誘に努めます。
■ご高齢者に対する販売等にあたっては、ご家族の同席を依頼するなど、お客さまに十分にご理解いただけるよう配慮し

て参ります。
■変額保険等の投資性商品の勧誘にあたっては、商品内容やリスク内容等について十分な説明に努めます。

お客さまへの商品説明等については、販売・勧誘形態に応じて、お客さま本位の方法等の創意工夫に努めます。
■わかりやすいパンフレット等を作成し、説明方法等に工夫を凝らしお客さまにご理解いただけるよう努めます。
■保険商品の重要事項やお客さまが不利益となる事項等を、正しくご理解いただけるよう、わかりやすい説明に努めま

す。
■お客さまに重大な不利益が生じないように、わかりやすいサポート資料等を使用して、お客さまの健康状態を正しく告知

していただけるよう努めます。
■販売・勧誘活動にあたっては、お客さまの立場に立って、時間帯や勧誘場所等について十分に配慮して参ります。

お客さまにご信頼・ご満足いただけるよう努めます。
■お客さまに関する情報については、適正な管理と保護に努めます。
■保険金・給付金等のお支払手続きにあたり、迅速・適切・丁寧に対応するよう努めます。
■勧誘方針に沿った適正な勧誘を行うために、勧誘ルールの整備や研修体制の充実等に努めます。
■お客さまからのご相談、ご意見等、お気づきの点がございましたら、最寄りの店舗または下記の〔お問い合わせ窓口〕ま

でご連絡ください。
[お問い合わせ窓口] お客さま相談室 
[電話番号] 0120－273－211（通話料無料）
[受付時間] 月〜金9：00〜18：00
※土日祝日および12/31〜1/3を除く

取引時確認に関するお客さまへのお願い

生命保険会社では、犯罪収益移転防止法に基づきお客さまが生命保険契約の締結等をする際、お客さまの本人特定事
項（氏名、住所、生年月日等）、取引を行う目的、職業または事業の内容、法人のお客さまの場合は実質的支配者の確認を
行っております。これは、お客さまの取引に関する記録の保存を行うことで、金融機関等がテロリズムに対する資金供与に
利用されたり、マネー・ローンダリングに利用されたりすることを防ぐことを目的としたものです。
つきましては、趣旨をご理解のうえ、ご協力いただきますようお願いいたします。
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経営について

反社会的勢力への対応

反社会的勢力対応基本方針

近年、暴力団や総会屋さらにはえせ同和団体など、いわゆ

る反社会的勢力の活動は、従前に比べて巧妙化・多様化が

進み、社会に悪質な影響をもたらしています。

当社およびグループ会社は従来からこの問題には敢然と

立ち向かっており、反社会的勢力に対しては、「金を出さな

い」「利用しない」「恐れない」を基本原則に対応し、毅然と

した態度でこれらを拒絶し関係を遮断することに努め、公共

の信頼を維持し健全な企業経営を実現するため「SOMPO

ホールディングスグループ 反社会的勢力対応基本方針」

（P.154）を制定し公開しています。

そしてこの基本方針に基づき反社会的勢力への対応に関

する社内態勢を整備し、有事対応態勢を構築しています。

保険約款への暴力団排除条項の導入

当社では、暴力団などの反社会的勢力との関係遮断の

取組みの一環として、2012年４月から、個人保険の普通

保険約款および特約条項について暴力団排除条項を導入

しています。（団体保険については2012年10月から導入）

各保険約款では、「重大事由による解除」の条項に次の

内容を規定しています。

●保険契約者、被保険者、保険金等の受取人が、反社会

的勢力に該当する場合その他所定の事由に該当する

場合には、当該保険契約を将来に向かって解除できる

こと

●保険金等の支払事由発生後であっても、保険契約者、

被保険者、保険金等の受取人が、反社会的勢力に該当

すること、その他所定の事由に該当することが判明した

場合には当該保険契約を解除できること

●保険契約者、被保険者、保険金等の受取人が反社会的

勢力に該当する場合その他所定の事由に該当する

場合には、保険金等を支払わないこと
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個人情報保護宣言

お客さま情報の保護

当社は、「SOMPOホールディングスグループ プライ

バシー・ポリシー」に基づき、個人情報の保護に関する法

律その他の関連法令等を遵守し、お客さまの情報の適切

な取扱いを実践するために、個人情報保護の方針として 

「個人情報保護宣言」を定め、お客さま情報の保護のた

めの態勢の整備や社員の教育などに取り組んでいます。 

「個人情報保護宣言」は、当社公式ウェブサイト上に公表

しています。

基本的な考え方
当社は、SOMPOホールディングスグループの一員として、「SOMPOホールディングスグループ プライバシー・ポリ

シー」のもと、個人情報を適正に取り扱うことが社会的責務であり重要であると認識し、「個人情報の保護に関する法律」、
「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」その他の関係法令、「個人情報の保護に関
する法律についてのガイドライン」、「金融分野における個人情報保護に関するガイドライン」、「特定個人情報の適正な取
扱いに関するガイドライン」その他のガイドライン等を遵守して、個人情報の保護に努めてまいります。

1．当社は、業務上必要な範囲内で、かつ、適法で公正な手段により個人情報を取得します。また、法令に定める場合を除
き、個人情報の利用目的を通知または公表し、利用目的の範囲内で取り扱います。

2．当社は、法令に定める場合を除き、本人の同意なく個人データ（個人番号および特定個人情報を除きます。）を第三者
に提供することはありません。なお、個人番号および特定個人情報については、法令に定める場合を除き、第三者に提
供することはありません。

3．当社は、SOMPOホールディングスグループの経営管理およびお客さまへの商品・サービスの案内・提供等のため、グ
ループ内で個人データ（個人番号および特定個人情報を除きます。）を共同利用することがあります。

4．当社は、個人データについて、漏えい、滅失またはき損の防止等に努め、適切な安全管理措置を実施します。また、個人
データの取扱いを委託する場合は、委託先に対する必要かつ適切な監督を行います。

5．当社は、個人データの取扱いが適正に行われるように従業者への教育・指導を徹底します。また、個人情報保護のため
の管理態勢を継続的に見直し、改善に努めてまいります。

6．当社は、個人情報の取扱いに関する苦情・相談に対し適切かつ迅速に対応します。また、個人情報の保護に関する法律
に基づく保有個人データの開示、訂正等の請求に適切に対応します。

個人情報の取扱い
当社における個人情報の取扱いは、以下のとおりです。

1． 個人情報の適正な取得
当社は、業務上必要な範囲内で、かつ、適法で公正な手段により個人情報を取得します。当社では、例えば、次に掲げ

る方法で個人情報を取得することがあります。
（取得方法の例）
・ 保険契約の申込書、保険金請求書などお客さまにご記入・ご提出いただく書類やお客さまにWeb等の画面へご入力

いただくことなどにより取得する場合
・ 各店舗やコールセンターにいただくお問い合わせへ対応するためにお電話の内容を記録または録音する場合
・一般社団法人生命保険協会等の共同利用者から個人情報が提供される場合

2． 個人情報の利用目的
当社は、取得した個人情報を次の〈1〉から〈4〉まで、および4．に掲げる目的に必要な範囲で利用し、法令で定める場

合を除き、目的外には利用しません。
また、当社は、利用目的が明確になるよう具体的に定めるとともに、取得の場面に応じて利用目的を限定するよう努め

ます。
利用目的を変更する場合には、その内容を本人に通知するか、ホームページ等により公表します。
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経営について

〈1〉生命保険業
（1）各種保険契約のお引き受け・ご継続・維持管理、保険金・給付金等のお支払い、本人確認
（2）再保険契約の締結、再保険金の請求 
（3）関連会社・提携会社を含む各種商品・サービスのご案内・提供 
（4）当社業務に関する情報提供・運営管理、商品・サービスの充実 
（5）代理店委託・管理、社員採用等に関する業務 
（6）各種イベント、キャンペーン、セミナーの案内、各種情報の提供 
（7）当社が有する債権の回収 
（8）市場調査ならびにデータ分析やアンケートの実施等による金融商品・サービスの開発・研究
（9）問い合わせ・依頼等への対応 
（10）その他保険に関連・付随する業務

〈2〉CSR活動
CSRレポート、講座・セミナー等の案内の発送、各種情報の提供

〈3〉電話応対―通話録音
（1）お問い合わせ、ご相談内容、ご契約内容等の事実確認 
（2）ご案内、資料発送等のサービス提供を正確に行うためのご連絡先の確認
（3）電話応対を含む業務品質向上にむけた研修やデータ分析の実施等への活用

〈4〉その他
その他、上記〈1〉から〈3〉までに付随する業務ならびにお客さまとの取引および当社の業務運営を適切かつ円滑に
履行するために行う業務 

3．	第三者への提供および第三者からの取得
当社は、次の場合を除き、ご本人の同意なく個人情報を第三者に提供することはありません。

〈1〉法令に基づく場合等、個人情報保護法第23条第1項に掲げる場合
〈2〉当社の業務遂行上必要な範囲内で、保険代理店を含む委託先に提供する場合
〈3〉グループ会社・提携企業との間で共同利用を行う場合
〈4〉生保協会および生命保険会社等の間で共同利用を行う場合
〈5〉個人情報の第三者提供について本人の同意がある場合
〈再保険契約について〉

当社は、引受リスクを適切に分散するために再保険契約を締結することがあります。この場合、当社は再保険取引
会社における契約の引受審査、引受け、履行および管理、再保険金の支払いに必要な範囲内で、保険契約に関する
個人データを国内外の再保険取引会社に提供することがあります。

4．	個人データの共同利用
〈1〉一般社団法人生命保険協会および生命保険会社等

当社は、生命保険制度の健全な運営を目的とした次の制度に基づき、生命保険会社等との間で、個人デ－タを共同
利用します。 
※詳細につきましては当社のホームページをご覧ください。

〈保険契約等に関する情報の共同利用制度〉 
・契約内容登録制度 
・契約内容照会制度 
・医療保障保険契約内容登録制度 
・支払査定時照会制度 

〈生命保険会社職員・代理店・募集人等に関する情報の共同利用制度〉
・募集人登録情報照会制度 
・合格情報照会制度 
・廃業等募集人情報登録制度及び代理店廃止等情報制度 
・変額保険販売資格者制度 
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〈2〉グループ会社との間の共同利用
（1）SOMPOホールディングス株式会社によるグループとしての経営管理業務の遂行のために、SOMPOホール

ディングス株式会社とSOMPOホールディングスグループ各社との間で、次のとおり、個人データを共同して利
用することがあります。
A.個人データの項目 

〈A〉SOMPOホールディングスグループ各社の株主の皆さまの個人データ：氏名、住所、株式数等に関する
情報

〈Ｂ〉SOMPOホールディングスグループ各社が保有する個人データ：氏名、住所、電話番号、電子メール
アドレス、性別、生年月日、その他申込書等に記載された契約内容および保険事故に関する内容な
ど、取引に関する情報

B.共同利用するグループ会社の範囲
SOMPOホールディングス株式会社およびグループ会社
グループ会社の範囲はSOMPOホールディングス株式会社のホームページをご参照ください。

C.個人データ管理責任者
SOMPOホールディングス株式会社

（2）－1 SOMPOホールディングスグループとしての経営管理業務の遂行ならびに当社またはSOMPOホールディ
ングスグループ各社が取り扱う商品・サービス等のお客さまへのご案内・ご提供およびその判断のために、
当社とSOMPOホールディングスグループ各社との間で、以下のとおり、個人データを共同して利用するこ
とがあります。
A.個人データの項目 

SOMPOホールディングスグループ各社が保有する個人データ：氏名、住所、電話番号、電子メールアド
レス、性別、生年月日、その他契約申込書等に記載された契約内容および保険事故等に関する内容など、
お取引に関する情報

B.共同利用するグループ会社の範囲
SOMPOホールディングス株式会社およびグループ会社
グループ会社の範囲はSOMPOホールディングス株式会社のホームページをご参照ください。

C.個人データ管理責任者 
SOMPOホールディングス株式会社

（2）－2 SOMPOホールディングスグループとしての経営管理業務の遂行ならびに当社またはSOMPOホール
ディングスグループ各社が取り扱う商品･サービス等のお客さまへのご案内・ご提供およびその判断、
データ分析等、お客さまへの付加価値向上に資する各種業務のために、当社とSOMPOホールディング
スグループ各社との間で、以下のとおり、個人データを共同して利用することがあります。
A.個人データの項目

SOMPOホールディングスグループ各社が保有する個人データ： 
・ 氏名、住所、電話番号、電子メールアドレス、性別、生年月日、お問合せ内容、アプリ等サービスの利

用内容、位置情報、名刺情報（会社名、部署名、肩書き等を含む名刺から読み取れる情報）など、お取
引に関する情報以外でSOMPOホールディングスグループにご提供いただいた情報、その他対
面・電話・WEB・電子メール・アプリ、第三者提供等の手段を含みSOMPOホールディングスグ
ループ各社が取得した情報

・ お取引に関わらず、氏名、住所、電話番号、電子メールアドレス、性別、生年月日、お問合せ内容な
ど、お客さまがHPでの見積り試算や、コールセンターへのお問合せなどによってSOMPOホール
ディングスグループ各社にご提供いただいた情報

B.共同利用するグループ会社の範囲
SOMPOホールディングス株式会社およびグループ会社
グループ会社の範囲はSOMPOホールディングス株式会社のホームページをご参照ください。

C.個人データ管理責任者
SOMPOホールディングス株式会社
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経営について

（3）当社は、生命保険代理店等およびその従業者の監督、管理、指導、教育のために、当社とSOMPOホールディン
グス株式会社およびSOMPOホールディングスグループ各社との間で、次のとおり、生命保険代理店等および
その従業者に係る個人データを共同して利用することがあります。
A.個人データの項目

氏名、住所、生年月日、生命保険代理店等またはその従業者の登録申請および届出に係る事項、その他生命
保険代理店等またはその従業者の管理のための情報

B.共同利用するグループ会社の範囲
SOMPOホールディングス株式会社およびグループ会社
グループ会社の範囲はSOMPOホールディングス株式会社のホームページをご参照ください。

C.個人データ管理責任者
損保ジャパン日本興亜ひまわり生命保険株式会社

5．	センシティブ情報の取扱い
当社は、保険業法施行規則第53条の10等にもとづき、健康状態・病歴等のセンシティブ情報を、次に掲げる場合を

除くほか、取得、利用または第三者提供を行いません。

（注）�センシティブ情報とは、「金融分野における個人情報保護に関するガイドライン第5条」に定める機微情報（個人
情報保護法第2条第3項に定める要配慮個人情報を含みます）をいいます。

〈1〉保険業の適切な業務運営を確保する必要性から、本人の同意にもとづき業務遂行上必要な範囲でセンシティブ情
報を取得、利用または第三者提供する場合  

〈2〉相続手続きを伴う保険金支払い事務等の遂行に必要な限りにおいて、センシティブ情報を取得、利用または第三者
提供する場合  

〈3〉保険料収納事務等の遂行上必要な範囲において、政治・宗教等の団体もしくは労働組合への所属もしくは加盟に関
する従業員等のセンシティブ情報を取得、利用または第三者提供する場合  

〈4〉法令に基づく場合 
〈5〉人の生命、身体または財産の保護のために必要がある場合 
〈6〉公衆衛生の向上または児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合 
〈7〉国の機関もしくは地方公共団体またはその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行することに対して協力する

必要がある場合  

6．匿名加工情報の取扱い
当社は、匿名加工情報を作成する場合は、法令で定める基準に従い適正に加工します。作成したときは、加工方法等

の安全管理措置を講じるとともに、匿名加工情報に含まれる情報の項目を公表します。また、匿名加工情報を自ら利用
するときは、作成の元となった個人情報の本人を識別するための行為はしません。
（注）�匿名加工情報とは、特定の個人を識別することができないように個人情報を加工して得られる個人に関する情

報であって、個人情報保護法第2条第9項に定める匿名加工情報をいいます。

7．	個人情報保護法に基づく保有個人データに関する事項の通知、開示・訂正等・利用停止等 の請求
個人情報保護法に基づく保有個人データに関する事項の通知、開示・訂正等・利用停止等に関するご請求について

は、〈お問い合わせ窓口〉にお願いいたします。
当社は、ご請求者がご本人または代理人であることを確認させていただくとともに、当社所定の書式にご記入いただ

いたうえで手続きを行い、後日、原則として書面で回答いたします。開示等請求については、回答にあたり、当社所定の
手数料をいただきます。

8.	安全管理の取組み
当社は、業務上取り扱う個人データの漏えい・滅失またはき損の防止、その他の個人データの安全管理のために、個

人情報保護の全社的な推進体制を整えるとともに、個人情報保護規程等の社内規程を定め、個人情報を取り扱う部署
における個人情報の適正な取扱いを確保します。
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9. 個人情報の取扱いの委託について 
当社は利用目的の達成に必要な範囲内において、個人情報の取扱いを国内外の他の事業者に委託する場合があり

ます。委託する場合は、委託先の選定基準を定め、あらかじめ委託先の情報管理体制を確認するなど、個人情報の安全
管理が図られるよう必要かつ適切に監督いたします。当社では、例えば、次のような場合に個人データの取扱いを委託
しています。 

（委託する業務の例） 
・保険証券等の発送に関する事務 
・各種送付物の発送に関する事務 
・情報システムの運用・保守に関する業務

10. 認定個人情報保護団体
当社は認定個人情報保護団体である一般社団法人生命保険協会の対象事業者です。
同協会では、対象事業者の個人情報の取扱いに関する苦情・相談を受け付けております。

11．日本以外の在住者の個人情報の取り扱い
日本以外の在住者の個人情報について、当社から第三者提供先（上記3．）、委託先（上記9．）、共同利用先（上記4．）

へ転送され、日本国または日本国外のサーバーに保存される場合があります。当社は提供された個人データを十分な
安全管理の下で適切に管理いたします。

顧客情報統括管理責任者
損保ジャパン日本興亜ひまわり生命保険株式会社
コンプライアンス部担当役員

〈お問い合わせ窓口〉
当社は、個人情報の取扱いに関する苦情・相談に対し、適切かつ迅速に対応します。
ご加入いただいた保険契約の内容や保険金・給付金のお支払に関するご質問、ご照会等は、取扱代理店または最寄

りの営業店にお問い合わせください。
その他の当社の個人情報および匿名加工情報の取扱いに関するご質問、ご照会、苦情等は、次の連絡先にお問い合

わせください。
また、当社からの商品・サービスのセールスに関するダイレクトメールの送付や電話等での案内を希望されない場合

も、次の問い合わせ先までご連絡ください。
ただし、満期案内等への同封物や書類余白への印刷等による案内は、中止することはできません。

特定個人情報の取扱い
当社における個人番号および特定個人情報の取扱いは、以下のとおりです。

1．個人番号および特定個人情報の適正な取得
当社は、適法かつ公正な手段によりお客さまの個人番号および特定個人情報を取得します。また、法令で定められた

場合を除き、個人番号および特定個人情報の提供を求めることはありません。

（一社）生命保険協会　生命保険相談室 
TEL 03-3286-2648
〒100-0005　千代田区丸の内3-4-1　新国際ビル3階 
受付時間: 9:00〜17:00（土曜・日曜・祝日などの生命保険協会休業日を除く） 
ホームページアドレス　http://www.seiho.or.jp/

損保ジャパン日本興亜ひまわり生命保険株式会社
〒163-8626　東京都新宿区西新宿6-13-1　新宿セントラルパークビル

 0120－100－127（お客さま相談室）
受付時間 9：00〜18：00（土曜・日曜・祝日および12/31〜1/3を除く）
ホームページアドレス　http://www.himawari-life.co.jp/
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経営について

（取得方法の例）
・書面に記載いただく方法または個人番号もしくは特定個人情報が記載された書面をご提出いただく方法など

2．個人番号および特定個人情報の取扱い、利用・第三者提供の範囲
当社では、取得した個人番号および特定個人情報を法令で限定された利用範囲内でのみ取り扱います。当社におけ

る利用・第三者提供の範囲は以下のとおりであり、その範囲外で、利用または第三者提供を行うことはありません。
〈1〉法令に定められた以下の個人番号関係事務を行う場合

（1）保険取引等に関する支払調書等の作成事務
（2）報酬・料金、契約金および賞金の支払調書作成事務
（3）不動産等取引に関する支払調書の作成事務
(4)その他法令に定められた個人番号関係事務

〈2〉法令に基づき、以下の場合に利用を行うことがあります。
(1)激甚災害時等に保険金等の支払を行う場合
(2)人の生命、身体または財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意があり、または本人の同意を得

ることが困難である場合

3．安全管理措置に関する事項
当社は、個人番号および特定個人情報の漏えい、滅失またはき損の防止その他、特定個人情報の安全管理のため、

取扱規程および安全管理措置に係る実施体制の整備等、十分なセキュリティ対策を講じます。

4．個人番号および特定個人情報取扱いの委託
当社は、個人番号関係事務の一部を他の事業者に委託することがあります。個人番号および特定個人情報の取扱い

を委託する場合は、委託先の選定基準を定め、あらかじめ委託先の情報管理体制を確認するなど、委託先に対する必
要かつ適切な監督を行います。

5.�個人情報保護法に基づく保有個人データ、個人番号および特定個人情報に関する事項の通知、開示・訂正等・利用停止
等の請求

個人情報保護法に基づく保有個人データ、個人番号および特定個人情報に関する事項の通知、開示・訂正等・利用停
止等に関するご請求については、「7．お問い合わせ窓口」にお願いいたします。

6．認定個人情報保護団体
当社は認定個人情報保護団体である一般社団法人生命保険協会の対象事業者です。
同協会では、対象事業者の個人情報の取扱いに関する苦情・相談を受け付けております。

7．お問い合わせ窓口
当社は、個人番号および特定個人情報の取扱いに関する苦情・相談に対し、適切かつ迅速に対応します。
当社の個人番号および特定個人情報の取扱いに関するご質問、ご照会、苦情等は、次の連絡先にお問い合わせくだ

さい。

（一社）生命保険協会　生命保険相談室
TEL 03-3286-2648 
〒100-0005 千代田区丸の内3-4-1　新国際ビル3階
受付時間: 9:00〜17:00（土曜・日曜・祝日などの生命保険協会休業日を除く） 
ホームページアドレス　http://www.seiho.or.jp/

損保ジャパン日本興亜ひまわり生命保険株式会社
〒163-8626　東京都新宿区西新宿6-13-1　新宿セントラルパークビル

	 0120－100－127（お客さま相談室）
受付時間	 9：00〜18：00（土曜・日曜・祝日および12/31〜1/3を除く）
ホームページアドレス　http://www.himawari-life.co.jp/
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サイバーセキュリティに関する取組み

近年のインターネットの利用拡大やサイバー攻撃の高度

化（手口の巧妙化）によって、サイバーテロの脅威が高まっ

ています。当社では、サイバーセキュリティ対策を重要な経

営課題と認識して、次のような取組みを通じてサイバーセ

キュリティ強化に取り組んでいます。

1.システム対策
外部からの不正アクセスによる情報漏えい等を防止す

るため、不正侵入防御システムやウィルス対策ソフト等を

導入しています。また、お客さまの情報にアクセスできる

者を必要最小限の範囲に限定し、漏えい等防止に努めて

います。

2.緊急時のための態勢整備
緊急時の対応態勢を整備し、社内にサイバーインシデ

ント対応の専門班を設置するとともに、サイバー攻撃を受

けた場合の報告ルートや対応手順を明確にしています。

3.社員への教育・訓練
情報セキュリティに関する意識向上と適切な管理を促

進するため、従業者に対し、マニュアルや訓練による教育

を定期的に実施しています。
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経営について

監
査
役

取　締　役　会

経　営　会　議

リスク管理担当部門

保険引受リスク 資産運用リスク 流動性リスクオペレーショナル・リスク

リスク管理統括部門（リスク管理部） 内
部
監
査
部

内部監査

監 査

戦略的リスク経営（ERM）

SOMPOホールディングスグループの「戦略的リスク経営

（ERM：Enterprise Risk Management）」は、不測の損失

を極小化するとともに、資本を有効活用し、適切なリスク

コントロールのもと収益を向上させ、グループの企業価値の

最大化を図ることを目的としています。

当社は、グループの中核生命保険会社として、グループの

利益目標の達成に貢献すべく、戦略的リスク経営を推進し

ています。

SOMPOホールディングスは、グループベースの戦略的リ

スク経営に関する「グループ ERM基本方針」を定めるととも

に、経営戦略をERMの観点から体系化・明確化するため、リ

スクテイクの指針となる「グループ リスク選好」を定めてい

ます。

当社は、「グループ ERM基本方針」に基づき、戦略的リス

ク経営の枠組みや体制などを整備するとともに、必要な組

織体制、業務遂行に関する重要な事項について、「リスク管

理規程」等で定めています。

取締役会は、「リスク管理規程」を制定するほか、「グルー

プ リスク選好」と整合的な事業計画およびリスクテイク計画

を策定します。

社長は、経営会議の協議を経て、リスク許容度に関する対

応方針を決定します。また、経営会議では、経営陣が当社の

リスク状況を把握したうえで、リスク管理に関する重要な事

項を審議し、適切な意思決定を行います。

リスク管理部は、リスク管理態勢を整備・推進する役割を

担い、また、商品開発部門・資産運用部門などとは独立した

組織として、業務執行を牽制する態勢を確保しています。各

リスク管理担当部門は、経営に重大な影響を及ぼし得る保

険引受リスク、資産運用リスク、オペレーショナル・リスクお

よび流動性リスクについて、定性・定量の両面から評価し、

適切にコントロールしています。

戦略的リスク経営（ERM）に関する体制

資　本

リスク リターン

財務健全性（ESR）
の確保

資本効率（ROE）
の向上

リスク対比のリターン
（ROR）の向上
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戦略的リスク経営のPDCAサイクル

SOMPOホールディングスは、資本を有効活用するため

に、グループ全体を4つの事業単位（国内損害保険事業、国

内生命保険事業、介護・ヘルスケア事業、海外保険事業）に

区分し、各事業の成長性や収益性などをふまえて資本配賦

を行っています。

当社は、「グループ リスク選好」に基づき事業計画を策定

し（Plan）、配賦された資本の範囲内でリスクテイクを行い

（Do）、定期的に計画の進捗状況を確認のうえ（Check）、必

要に応じて事業計画の見直しなどを行う（Action）PDCAサ

イクルで戦略的リスク経営を運営することで、利益目標の達

成を目指しています。

戦略的リスク経営の運営では、グループ全体最適の観点

から、資本・リスク・リターンのバランスを適切にコントロー

ルしており、商品開発、資産運用計画などの個別施策にお

いても、経営の意思決定に活用しています。

リスクコントロールシステム

SOMPOホールディングスは、リスクアセスメントを起点

として、グループを取り巻くリスクを網羅的に把握し、対応す

ることができるよう、強固なリスクコントロールシステムを構

築しています。当社はグループの枠組みに沿って、運営して

います。

（1）トップリスク管理
「事業に重大な影響を及ぼす可能性があるリスク」をトップ

リスクと定義し、リスクオーナー（担当役員）を定め、対応策の

実施、進捗状況の管理に対する責任を明確にしています。

トップリスクの選定にあたっては、リスクアセスメントによる

ボトムアップでの洗い出しに加えて、経営陣による環境認識

をふまえたトップダウンの観点も考慮して決定しています。

（2）エマージングリスク管理
「環境変化等により新たに発現または変化し、将来、グルー

プに大きな影響を及ぼす可能性のあるリスク」をエマージン

グリスクと定義し、リスクアセスメントや外部機関のレポート

などを通じて選定したうえで、適切に管理しています。

エマージングリスクは、損失軽減の観点だけでなく、新た

な保険商品・サービスなどのビジネス機会の観点からも重

要であり、グループ横断でモニタリング、調査研究を進めて

います。

（3）自己資本管理
SOMPOホールディングスはグループ戦略上必要とする

財務健全性に係るリスク許容度として、保有期間1年間で被

る可能性がある損失額をVaR（Value at Risk）というリスク

尺度で計測し、AA格相当の財務健全性を維持できるよう管

理しています。

当社は、保険引受リスク、資産運用リスクおよびオペレー

ショナル・リスクをVaR（Value at Risk）で計測し、それらを

統合したリスク総量と実質自己資本を比較する自己資本管

理を実施しています。リスクと資本の状況を定期的にモニタ

リングし、リスク許容度に抵触するおそれが生じた場合に、

リスク削減または資本増強などの対応策を策定・実施する

態勢を整備しています。

戦略的リスク経営（ERM）の運営

リスクの種類 内容

保険引受リスク 経済情勢や保険事故の発生率などが保険料設定時の予測に反して変動することにより、損
失を被るリスク

資産運用リスク 金利、為替等の変動や信用供与先の財務状況の悪化などにより、保有する資産・負債（オフ・バ
ランスを含みます。）の価値が変動し、損失を被るリスク

オペレーショナル・リスク
業務の過程、役職員もしくは保険募集人の活動、システムが不適切であること、または外生
的な事象により損失を被るリスク

流動性リスク

新契約の減少に伴う保険料収入の減少、大量ないし大口解約に伴う解約返れい金支出の増
加、および巨大災害での多額の保険金支払いにより資金繰りが悪化し、資金の確保に通常よ
りも著しく低い価格での資産の売却を余儀なくされることにより損失を被るリスクや、市場の
混乱などで取引ができないことや、通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なくされる
ことにより損失を被るリスク
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経営について

（4）ストレステスト
経営に重大な影響を及ぼし得る事象を的確に把握・管理

するために、シナリオ・ストレステスト、リバース・ストレステ

ストおよび感応度分析を実施し、資本およびリスクへの影響

度を分析して、必要に応じ対応策を実施する態勢を整備し

ています。

シナリオ・
ストレステスト

大規模な自然災害や金融市場の混乱
など、経営に重大な影響を及ぼすスト
レスシナリオが顕在化した際の影響を
評価し、資本の十分性やリスク軽減策
の有効性検証などに活用することを目
的として実施しています。なお、環境変
化などに適切に対応するため、ストレス
シナリオの妥当性を定期的に検証して
います。

リバース・
ストレステスト

リスク許容度などに抵触する具体的な事
象を把握し、あらかじめアクションに備え
ることを目的として実施しています。

感応度分析
主なリスク要因の変動が資本とリスク
に与える影響を把握することを目的と
して実施しています。

（5）リミット管理
SOMPOホールディングスは、特定事象の発現により多

額の損失が生じることを回避するため、与信リスク、出再リ

スク等に対してリミットを設定し、グループ全体で適切に管

理しています。

当社は与信リスク、出再リスクについてSOMPOホール

ディングスが定めるリミットの範囲内で、リスク許容度と整

合的に設定したリミットをそれぞれ超過しないように管理し

ています。

（6）流動性リスク管理
当社は、日々の資金繰り管理のほかに、大量解約の発生

など、流動性リスク・シナリオ発現に伴う解約返れい金支払

いなどの資金流出額を予想し、それに対応できる流動性資

産が十分に確保されるように管理しています。

再保険に係る方針
当社は、リスク分散または収益安定の観点から、再

保険を活用しています。

再保険取引においては、格付けをもとに信用力を

重視して出再先を選定するとともに、特定の再保険会

社に過度に取引が集中しないように、格付けに応じた

リミットを設定して管理しています。

大規模災害等への対応
当社は、「SOMPOホールディングスグループ 業務

継続体制構築基本方針」に沿って、経営基盤の安定と

健全性を確保し、大規模自然災害などの危機発生時

においても主要業務の継続を実現し、社会・経済活動

の維持に資することを目的として「業務継続体制構築

基本規程」を定めています。

この規程に従い、災害などの危機発生から終息に

至る有事に適切に対応し、継続すべき重要業務およ

び危機対応を計画などに定め、これを継続的に見直

すことにより、業務継続および早期復旧を実現する業

務継続体制を構築しています。
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○救済保険会社が現れた場合

補償対象保険金支払いに
係る資金援助

保険契約の全部・一部の移転
合併、株式取得

補償対象保険金の支払い（注2）

保険金請求権等の買取り
（注2）

保険金等の支払い

資金援助

負担金の拠出

資金貸出

財政措置（注1）
保険契約者等 救済保険会社

○救済保険会社が現れない場合

保 護 機 構 会員保険会社

民間金融機関等

国

破綻保険会社

補償対象保険金支払いに
係る資金援助

保険契約の引受け

保険契約の承継

補償対象保険金の支払い（注2）

保険金請求権等の買取り
（注2）

保険金等の支払い

負担金の拠出

資金貸出

財政措置（注1）
保険契約者等

会員保険会社

民間金融機関等

国

破綻保険会社 保 護 機 構

承継保険会社

（注1） 上記の「財政措置」は、2022年3月末までに生命保険会社が破綻した場合に対応する措置で、会員保険会社の拠出による負担金だけで
資金援助等の対応ができない場合に、国会審議を経て補助金が認められた際に行われるものです。

（注2） 破綻処理中の保険事故に基づく補償対象契約の保険金等の支払い、保護機構が補償対象契約に係る保険金請求権等を買い取ることを指します。この
場合における支払率および買取率については、責任準備金等の補償限度と同率となります。（高予定利率契約については、※2に記載の率となります。）

◇ 補償対象契約の範囲・補償対象契約の補償限度等を含め、本掲載内容はすべて現在の法令に基づいたものであり、今後、法令の改正により
変更される可能性があります。

・生命保険会社が破綻した場合の保険契約の取扱いに関するお問い合わせ先
生命保険契約者保護機構　TEL.03-3286-2820　　　ホームページアドレス　http：//www.seihohogo.jp/

〈月曜日〜金曜日（祝日・年末年始を除く）午前9時〜正午、午後1時〜午後5時〉

〈仕組みの概略図〉

当社は、「生命保険契約者保護機構」（以下、「保護機構」

といいます。）に加入しています。保護機構の概要は、以下の

とおりです。

・ 保護機構は、保険業法に基づき設立された法人であり、

保護機構の会員である生命保険会社が破綻に陥った場

合、生命保険に係る保険契約者等のための相互援助制度

として、当該破綻保険会社に係る保険契約の移転等にお

ける資金援助、承継保険会社の経営管理、保険契約の引

受け、補償対象保険金の支払いに係る資金援助および保

険金請求権等の買取りを行う等により、保険契約者等の

保護を図り、もって生命保険業に対する信頼性を維持す

ることを目的としています。

・ 保険契約上、年齢や健康状態によっては契約していた破綻

保険会社と同様の条件で新たに加入することが困難になる

こともあるため、保険会社が破綻した場合には、保護機構が

保険契約の移転等に際して資金援助等の支援を行い、加

入している保険契約の継続を図ることにしています。

・ 保険契約の移転等における補償対象契約は、運用実績連

動型保険契約の特定特別勘定（※1）に係る部分を除い

た国内における元受保険契約で、その補償限度は、高予

定利率契約（※2）を除き、責任準備金等（※3）の90％と

することが、保険業法等で定められています（保険金・年

金等の90％が補償されるものではありません。）。

・ なお、保険契約の移転等の際には、責任準備金等の削減に

加え、保険契約を引き続き適正・安全に維持するために、契

約条件の算定基礎となる基礎率（予定利率、予定死亡率、予

定事業費率等）の変更が行われる可能性があり、これに伴

い、保険金額・年金額等が減少することがあります。あわせ

て、早期解約控除制度（保険集団を維持し、保険契約の継続

を図るために、通常の解約控除とは別に、一定期間特別な

解約控除を行う制度）が設けられる可能性もあります。

※1  特別勘定を設置しなければならない保険契約のうち最低保証
（最低死亡保険金保証、最低年金原資保証等）のない保険契
約に係る特別勘定を指します。更生手続においては、当該部分
についての責任準備金を削減しない更生計画を作成すること
が可能です（実際に削減しないか否かは、個別の更生手続の
中で確定することとなります）。

※2  破綻時に過去5年間で常に予定利率が基準利率（注1）を超え
ていた契約を指します（注2）。当該契約については、責任準備
金等の補償限度が以下のとおりとなります。ただし、破綻会社
に対して資金援助がなかった場合の弁済率が下限となります。
 高予定利率契約の補償率 ＝ 90％ － {（過去5年間における
各年の予定利率 － 基準利率）の総和 ÷ 2}

（注1） 基準利率は、生保各社の過去5年間の平均運用利回り
を基準に、金融庁長官および財務大臣が定めることと
なっています。現在の基準利率は、3％です。（2018年4
月現在）

（注2） 一つの保険契約において、主契約・特約の予定利率が
異なる場合、主契約・特約を予定利率が異なるごとに独
立した保険契約とみなして、高予定利率契約に該当する
か否かを判断することになります。また、企業保険等に
おいて被保険者が保険料を拠出している場合で被保険
者ごとに予定利率が異なる場合には、被保険者ごとに独
立の保険契約が締結されているものとみなして高予定
利率契約に該当するか否かの判断をすることになりま
す。ただし、確定拠出年金保険契約については、被保険
者が保険料を拠出しているか否かにかかわらず、被保
険者ごとに高予定利率契約に該当するか否かを判断す
ることになります。

※3   責任準備金等とは、将来の保険金・年金・給付金の支払いに備
え、保険料や運用収益などを財源として積み立てている準備金
等をいいます。

生命保険契約者保護機構とは

生命保険契約者保護機構
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